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第２　５疾病・６事業及び在宅医療それぞれに係る医療連携体制の構築と推進 

 

１　がんの医療連携体制 

（１）現状 

  ア　死亡の状況 

○　道内においては、がん（悪性新生物）は昭和52年（1977年）より死因の第１位と

なり、令和３年（2021年）には20,136人ががんで死亡しており、死亡者総数の29.

2％を占めています。 

　　遠紋圏域においては、令和３年（2021年）には308人が死亡しており、死亡者総

数の28.0％を占め、死因の第１位となっています。部位別の死亡者数は、肺がんが 

　69人と最も多く、次いで膵臓がんが47人、胃がんが37人、大腸がんが36人となっ

ています。 

○　遠紋圏域の令和３年（2021年）の人口10万対の死亡率は492.7であり、全道値

（391.2）、全国値（304.0）を大きく上回っています。【図１－1】 

○　遠紋圏域の標準化死亡比（SMR）
＊１

113.0であり、全道（110.9）を上回ってい

ます。部位別の標準化死亡比は、膵臓がん、胆嚢がん、子宮がんの順に高くなってい

ます。【図１－３】 

○　がんは、加齢により発症率が高まることから、高齢化の進行に伴い、今後も死亡者

数は増加していくことが見込まれます。 

 

【図１－１】 がんによる死亡率の推移（人口１０万対） 

 

＊１　標準化死亡比（ＳＭＲ）：地域による年齢構成の違いを考慮して、同じ年齢構成の集団となるように修正

　　して計算し、全国を１００として、その地域の死亡率がどのくらい高い（低い）かを比較するもの。 
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【図１－2】遠紋圏域におけるがん（悪性新生物）の標準化死亡比（ＳＭＲ）平成２５～令和４年（2013

～2022年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊北海道における主要死因の概要１１ 

 

【図１－３】遠紋圏域におけるがん（悪性新生物）の部位別標準化死亡比（ＳMR）平成２５～令和４年

（2013～2022年） 

 

イ　がんの予防及び早期発見      

○　がんの原因には、喫煙（受動喫煙を含む）、食生活や運動等の生活習慣、ウイルス

や細菌等の感染など、様々なものがあり、喫煙（受動喫煙）防止・食生活改善・運動

実践に関する情報提供など、がん予防に向けた正しい知識の普及啓発を行っていま

す。  

○　遠紋圏域における喫煙率は、管内市町村が実施する特定健康診査・特定保健指導に

おける問診票の集計結果（令和４年度）によると、男性31.4％、女性11.1％となっ

ています。 

○　がんは、早期に発見し、適切な治療を行うことが重要であり、市町村では、健康増

進事業として、胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん及び子宮がんの検診が行われてい

ます。職域では、一部の健康保険組合等において保健事業として、各種がん検診が実

施されています。 
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○　遠紋圏域のがん検診の受診率は、地域保健・健康増進事業報告（令和3年度）によ

ると１～２割程度であり、肺・大腸・乳がんで全道、全国を上回っており、胃・子宮

頸がんは全道より低い状況となっており、子宮頸がんは全国を下回っています。 

 

　ウ　がん登録 

○　北海道では、がん患者に係る情報を登録し、がんの罹患率及び生存率の推計等を行

うことにより、本道におけるがんの実態を把握し、がん対策の評価及びその推進を図

ることを目的として、「北海道悪性新生物（がん）登録事業」を実施しています。 

 

　エ　医療機関への受診状況 

○　令和４年度（2022年度）の、遠紋圏域のがん患者が遠紋圏域内の医療機関を受療

している割合＊１は、入院26.6％、通院71.2％となっており、オホーツク三次圏域

（入院：80.0％、通院：93.9％）と比較し、特に入院で大きく下回っています。 

　 遠紋圏域以外の主な受療先は、北網圏域、上川中部圏域、上川北部圏域、札幌圏域

となっています。 

 

　オ　医療の状況 

○　がんの治療法には、手術療法、放射線療法及び化学療法などがあり、これらを効果

的に組み合わせた集学的治療が行われています。 

○　道においては、がん医療水準の均てん化を図るため、国が定めた指針に基づき、地

域がん診療連携拠点病院を、６圏域に22カ所整備し、地域におけるがん医療の拠点と

して専門的ながん医療を提供するとともに、地域の医療機関との連携体制の構築に努

めております。 

　　遠紋圏域では、地域がん診療連携拠点病院は未整備となっていますが、道独自の要

件により、ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院を「がん診療連携拠点病院に準ずる北海道

がん診療連携指定病院」に指定し、がん医療や緩和ケア、相談支援など一層の医療連

携体制の充実に努めています。 

　  　　また、オホーツク三次圏域のがん診療連携拠点病院である北見赤十字病院とも連携

　　　し、住み慣れた地域で療養が継続できるよう医療連携体制の構築に努めています。 

（２）課題 

　ア　がん死亡者数の減少 

○　がんは、住民の健康と生命の最大の脅威となっていることから、がん対策の総合的

な推進により、死亡者数を減少させることが求められています。 

　イ　がんの予防及び早期発見 

○　発がんリスクの高い喫煙の影響の低減を図るため、すべての住民が喫煙の及ぼす健

康影響について十分に認識することが重要ですが、喫煙開始年齢の大半が成人に達す

る前という実態を踏まえ、社会全体で未成年者が喫煙しない環境づくりに努めるとと

もに、妊産婦の喫煙防止、非喫煙者等に対する受動喫煙の防止について取り組む必要

があります。 

＊１　国保・退職国保、後期高齢者医療制度レセプトデータ（令和４年４月～令和５年３月分） 
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　　○　また、発がんリスクを軽減する野菜の摂取量を増やすなど、食生活の改善に向けた

取り組みを推進するとともに、習慣的に飲酒する者の減少や適度な運動、適切な体重

の維持など、生活習慣の改善に向け、取り組む必要があります。 

○　市町村事業として実施されているがん検診受診率は、肺・大腸・乳がんで全道、全

国の受診率を上回っているものの、胃・子宮頸がんは全国を下回っている状況となっ

ていることから、受診率の抜本的な向上を図るため、がん検診の必要性について一層

の普及啓発を図る必要があります。 

 

　ウ　医療の状況 

○　遠紋圏域のがん診療の自給率は、入院・通院ともオホーツク三次圏域値を下回って

いる状況にあり、特に入院で低く、他圏域に依存している状況にある。他圏域での集

学的治療の終了後に、引き続き居住地域で必要な治療等を受けることができるよう、

医療提供体制の整備と医療機関等の相互の連携を進める必要があります。 

○　がんと診断された時から、専門医療機関での集学的治療、居住地域での治療、在宅

医療まで、あらゆる場面で緩和ケアを受けられるよう、医療提供体制の整備や連携の

推進を図る必要があります。 

○　がんに対する不安や疑問に対応するため、相談支援センターの周知を図るなど、が

ん診療に関する情報について、様々な機会、手段を通じて提供を図る必要がありま

す。 

 

（３）必要な医療機能 

  ア　医療機関 

　次に掲げる事項を含め、拠点病院等の医療機関は、診療ガイドラインに即した診療

が必要です。 

○　血液検査、画像検査（Ｘ線検査、ＣＴ、超音波検査、ＭＲＩ、核医学検査）及び病

理検査等の診断・治療に必要な検査が必要です。 

○　患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法及び化学療法、これらを

組み合わせた集学的治療が必要です。 

○　がんと診断された時から緩和ケアが必要です。 

 

　イ　がん診療連携拠点病院・北海道がん診療連携指定病院 

　前述のほか、がん診療連携拠点病院・北海道がん診療連携指定病院においては、次

の対応が求められます。 

○　各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム

医療が必要です。 

○　患者とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場にある医師の

意見を求めることができるセカンドオピニオンの体制が必要です。 

○　相談支援の体制を確保し、情報の収集・発信、患者・家族の交流の支援等が必要で

す。 

○　がんと診断された時から在宅を含む緩和ケアが推進されるよう、がん診療連携拠点

病院等は、がん診療に携わる医師、看護師、薬剤師等に対する緩和ケアの知識の普及
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とともに、がん診療連携拠点病院等を中心として、緩和ケア病床を有する医療機関や

在宅療養支援診療所、薬局等の関係者の連携の促進が必要です。 

○　地域連携支援の体制を確保するため、病院間の役割分担を進めるとともに、研修、

カンファレンス、診療支援、地域連携クリティカルパス等の活用や、急変時の対応を

含めて、他のがん診療機能や在宅療養支援機能を有している医療機関等と連携が必要

です。 

○　院内がん登録を実施し、地域がん登録に対し、積極的に協力する必要があります。 

 

（４）数値目標等 

現状値    

圏域値 全道値 目標値 現状値の出典  

がん死亡率（人口 10 万対）        ＜全道値＞  
   人口動態調査  

４９２.７ ３８５.１ 全国平均 ＜圏域値＞  
以下 北海道保健統計年報（令和3年度）  

 
喫　煙　率（％）          ＜全道値＞  
                 ２０．０ ２０．１ １２．０以下 令和４年国民生活基礎調査  
                  〈圏域値〉  
     令和４年特定健診・特定保健指  
 男性   ３１．４ ２８．１  導時問診表集計結果  

  
    

女性 １１．１ １３．２  
 

がん検診受診率（％）   胃がん - ３１.８  ＜全道値＞  

   肺がん - ３７.７  令和４年国民生活基礎調査（厚生労働省）  
  大腸がん - ３３.４ ６０.0  
   乳がん - ２８.３  
  子宮頚がん - ２８.９  

       （参 胃がん ９.０ ４.９    
         考） 肺がん ７.７ ４.０  令和３年度地域保健・健康増進事業報告

＊１  
大腸がん ８.６ ４.８ 増加  
乳がん １８.２ １３.７  

子宮頚がん １２.４ １６.３

（）は参考値 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊１　乳・子宮頸がんの受診者数は、「（当該年度受診者数）－（前年度受診者数）－（２年連続受診者数）」

　　にて算出。 
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（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

  ア　がん予防の推進 

○　健康のために望ましい生活習慣やがんに関する正しい知識を身につけることができ

るよう普及啓発を行います。 

○　たばこをやめたい人が、医療機関、薬局、市町村、保健所や事業所等の身近なとこ

ろで禁煙支援を受けることができる体制の整備を促進します。 

○　受動喫煙を防止するために、公共施設を始め職場や家庭等における禁煙や適切な分

煙を進めます。 

 

イ　がんの早期発見 

○　がん検診の受診率向上に向け、広報媒体を活用した住民への普及啓発を進めていき

ます。 

○　がん検診と特定健診との一体的な実施を促進するとともに、効果的ながん検診の実

施方法を検討するなどの取り組みを進めていきます。 

 

ウ　がん医療連携体制の整備 

○　より身近なところで必要ながん医療を受けることができるよう、がん医療を担う医

療機関や訪問看護ステーション、薬局、歯科医療機関等の関係者の連携を促進し、が

ん医療の提供体制整備に向けて、取り組みを進めていきます。 

○　がんと診断された時からの在宅を含むあらゆる場面で緩和ケアが推進されるよう、

がん診療に携わる医師、看護師、薬剤師等に対する緩和ケアの知識の普及とともに緩

和ケア病床を有する医療機関や在宅療養支援診療所、薬局等の関係者の連携を促進し

ます。 

○　がん診療に関する情報について、相談支援センターや各種サービス等の情報提供に

ついて、取り組みを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がんの医療連携体制

会

国立がん研究センター

都道府県がん診療連携拠点病院

≪北海道がんセンター≫

地域がん診療連携拠点病院

高度がん診療中核病院

≪３医育大学≫

地域がん診療連携拠点病院

地域がん診療病院

北海道がん診療連携指定病院

・地域医療を担う

中核病院

・在宅療養支援診

療所

・薬局・訪問看護

事業所等

在宅医療

緩和ケア

相談・活動

等患者支援連

携

・

協

議

小児がん

中央機関

連

携

小児がん

拠点病院
≪北海道大学病院≫

小児がん診療に

携わる地域の

医療機関

連携

歯科医療機関

連携

連携

第二次医療圏域

拠点病院等

未整備圏域

第三次医療圏域

未整備圏域を含め

連携・支援

地域

がんゲノム医療

連携病院

がんゲノム医療

中核拠点病院
≪北海道大学病院≫

がんゲノム医療

拠点病院
≪札幌医科大学附

属病院≫

道外のがんゲノム

医療拠点病院

連携

連携

連

携

小児がん

連携病院

北海道がん診療連携協議会



- 18 -

（６）がん診療連携拠点病院等の医療機関一覧

 がん診療連携拠点病院  
二次医療圏

地域がん診療病院 
北海道がん診療連携指定病院

 

（令和５年４月１日現在） (令和５年４月１日現在)

南 渡 島 　市立函館病院 社会福祉法人函館厚生院　函館中央病院 

　社会福祉法人函館厚生院　函館五稜郭病院 国立病院機構　函館病院

札    幌 ◎独立行政法人国立病院機構 北海道がんセンター 国家公務員共済組合連合会　斗南病院 

◆札幌医科大学附属病院 公益社団法人北海道勤労者医療協会　勤医協中央病院 

◆北海道大学病院 社会医療法人北楡会　札幌北楡病院 

　市立札幌病院 独立行政法人地域医療機能推進機構北海道病院 

　医療法人渓仁会 手稲渓仁会病院 医療法人彰和会　北海道消化器科病院 

　JA北海道厚生連 札幌厚生病院 ＮＴＴ東日本札幌病院 

　ＫＫＲ札幌医療センター 医療法人徳洲会　札幌東徳洲会病院 

　社会医療法人 恵佑会札幌病院 医療法人為久会　札幌共立五輪橋病院  

独立行政法人地域医療機能推進機構 札幌北辰病院 

医療法人徳洲会　札幌東徳洲会病院 

独立行政法人国立病院機構北海道医療センター 

北海道旅客鉄道株式会社　ＪＲ札幌病院 

社会福祉法人禎心会 札幌禎心会病院 

医療法人　東札幌病院

後　　志 小樽市立病院

南 空 知 ○独立行政法人労働者健康安全機構 北海道中央労災病院 岩見沢市立総合病院

中 空 知 　砂川市立病院

北 空 知 深川市立病院

西 胆 振 　社会医療法人母恋　日鋼記念病院 市立室蘭総合病院 

社会医療法人　製鉄記念室蘭病院 

伊達赤十字病院

東 胆 振 　医療法人　王子総合病院 苫小牧市立病院

上川中部 ◆旭川医科大学病院 旭川赤十字病院 

　ＪＡ北海道厚生連　旭川厚生病院 独立行政法人国立病院機構　旭川医療センター

　市立旭川病院

上川北部 名寄市立病院

北    網 　北見赤十字病院

遠    紋 ＪＡ北海道厚生連　遠軽厚生病院

十    勝 　ＪＡ北海道厚生連　帯広厚生病院 社会福祉法人北海道社会事業協会　帯広病院

釧    路 　市立釧路総合病院 

　独立行政法人労働者健康安全機構　釧路労災病院

　　　　　　　　　　　　２２施設  　　　　　　　　　　　　２７施設

＊　「◎」都道府県がん診療連携拠点病院、「◆」北海道高度がん診療中核病院、「○」地域がん診療病院。 

＊　道内２１二次医療圏のうち、上表に記載のない「南檜山」「北渡島檜山」「日高」「富良野」「留萌」「宗

　谷」「根室」の７圏域は、拠点病院及び指定病院未整備圏域。 
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（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○　がんの化学療法や放射線治療に伴う口腔合併症の予防、手術後の肺炎予防等のため、

がん診療連携拠点病院やその他のがん医療を行う医療機関等と連携して、手術や化学療

法及び放射線療法が予定される患者に対し、歯科医療機関において口腔管理（口腔ケ

ア、口腔衛生指導、口腔疾患の治療等）を行う取り組みを推進し、より質の高いがん治

療提供につながるよう支援します。 

○　口腔がんの早期発見等の役割を担う歯科診療所と病院歯科等の高次歯科医療機関との

病診連携や医科歯科連携により、口腔がんに対する適切な歯科医療を提供できるネット

ワークの充実を図ります。 

 

（８）薬局の役割 

○　禁煙の相談を受ける取り組みを推進するとともに、禁煙補助薬の服薬管理などを通じ

て、たばこをやめたい人の禁煙支援を行います。 

○　患者が薬物治療について、正しく理解し、適切に服薬等を行うことができるよう、薬

局において、薬学的管理（薬剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとと

もに、患者への適切な服薬指導などに努めます。 

○　在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、薬局において、在宅患

者に対し、医療用麻薬の適切な服薬管理などに努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○　がん患者が在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関のスタッフ

と訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

○　在宅で療養生活を継続するがん患者に対して、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛

等の全人的な緩和など、適切な看護の提供や療養生活の支援を行い、生活の質（ＱＯ

Ｌ）の維持・向上を目指します。 

○　在宅で療養生活を継続するがん患者に対して、治療後の心身の症状や障がいに合わ

せた適切なケアを提供するとともに、急変時の対応、在宅での看取りや遺族へのグリ

ーフケア
＊１

に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１　グリーフケア：大切な人を失った喪失感や悲しみを乗り越えようとしている人たちに寄り添い、援助して

　　いくこと。
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２　脳卒中の医療連携体制 

 

（１）現状 

　 ア　死亡の状況 

    ○　遠紋圏域における令和３年（2021年）の脳血管疾患による死亡は、106名で、死

　　　亡者総数の10.5％を占め、 全道と同様に死因の第３位となっております。      

　　○　遠紋圏域の脳血管疾患の死亡率は人口10万対169.6で、全国（82.6）、全道（9

　　　1.4）よりも高い状況となっています。【図２－１】 

    ○　遠紋圏域の平成25年～令和４年（2013年～2022年）の脳血管疾患の標準化死亡

　　　比（ＳＭＲ）＊１は123.0となっており、全道（94.0）と比較して高い状況となって

　　　います。【図２－２】 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 【 図 ２ － １ 】 脳 血 管 疾 患 に よ る 死 亡 率 の 推 移 （ 人 口 1 0 万 対 ）    

 

　　＊オホーツク地域保健情報年報 

　　＊令和３年北海道保健統計年報 

 

【図２－２】遠紋圏域の脳血管疾患標準化死亡比（SMR）平成25年～令和４年（2013～2022） 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　＊北海道における主要死因の概要1１（2013～2022） 

 

＊１　標準化死亡比（SMR）：地域による年齢構成の違いを考慮して、同じ年齢構成の集団となるように修正し

　　て計算し、全国を100として、その地域の死亡率がどのくらい高い（低い）かを比較するもの。 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成30年 令和３年

全国 98.5 117.9 105.5 105.3 97.7 89.4 87.1 82.6

北海道 83.8 103.6 100.9 104.7 96.4 90.2 91.1 91.4

オホーツク 93.9 116.4 110.5 114.0 96.3 115.9 124.3 110.0

遠紋圏域 116.4 149.4 135.7 161.7 140.7 146.8 154.4 169.6
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　イ　健康診断の受診状況 

　　○　脳卒中の発症を予防するためには、高血圧、糖尿病、脂質異常症等の危険因子を健

      診等で早期に発見して改善することが重要です。遠紋圏域の令和４年度（2022年度

　　　）の市町村国保の特定健康診査の受診率は36.0％で、全国（37.5％）より低く、全

　　　道（29.7％）よりも高い状況になっています。新型コロナウイルスの影響等により、　

　　　受診率が低下している地域もあります。【図２－３】 

 

【図２－３】年度別特定健診受診率（％） 

＊特定健診・特定保健指導実施結果集計票（法定報告） 

 

　　○　令和４年度（2022年度）の市町村国保の特定健康診査における内臓脂肪症候群（メタ   

    　ボリックシンドローム）の該当者＊１の割合は、遠紋圏域が20.5%、全道が20.3%、内

　　　臓脂肪症候群予備群＊２の割合は遠紋圏域が11.3%、全道が11.0%となっています。 

　　　 

 

＊１　内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂肪、血圧、血糖基準のうち２つ以上に該当する者。 

＊２　内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂肪、血圧、血糖基準のうち１つ以上に該当する者。 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

北海道 28.1 29.5 28.9 27.0 27.9 29.7

遠紋圏域 38.3 40.6 40.1 32.6 34.9 36.0

紋別市 30.9 33.4 30.5 21.7 25.1 27.0

佐呂間町 36.6 36.2 36.9 38.1 35.7 40.9

遠軽町 53.7 54.3 57.2 48.8 44.0 46.6

湧別町 36.7 44.1 45.5 32.7 34.8 37.4

滝上町 44.0 45.1 28.6 22.0 16.8 41.0

興部町 21.1 23.3 26.6 26.6 32.3 32.2

西興部村 53.1 54.8 55.6 37.9 34.4 47.2

雄武町 26.3 28.0 24.5 19.4 24.5 24.1

0.0
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　ウ　医療機関への受診状況 

    ○  令和４年度（2022年度）の、遠紋圏域の脳血管障害患者が遠紋圏域内の医療機関　

　　　を受療している割合＊３は、外来63.5％、入院38.1％となっており、オホーツク三次

　　　圏域（外来80.5％、入院61.1％）を下回っています。 

        遠紋圏域以外の主な受療先は北網圏域、上川中部圏域、上川北部圏域、札幌圏域と

      なっています。 

　エ　遠紋圏域の医療機関の状況 

    ○　脳卒中の急性期を担う医療機関は遠紋圏域にはありませんが、回復期医療を担う医

　療機関は４か所あります。 

　　○　脳神経外科を標榜している医療機関は遠紋圏域に２か所あります。 

　　○　リハビリテーション科を標榜している医療機関は遠紋圏域に３か所あります。 

 

（２）課題 

　ア　予防対策について 

　  ○　遠紋圏域においては脳卒中の危険因子である内臓脂肪症候群（メタボリックシンド

      ローム）該当者や高血圧、脂質異常などを持つ住民が多く、発症予防のためには危険  

    　因子につながる生活習慣に着目した保健指導の充実が必要です。 

　　○　危険因子を持つ受診者の中には、医療機関ですでに治療している者も多く、医療機 

      関と連携した生活指導等の取組みが必要です。　　 

＊３ 国保・退職国保、後期高齢者医療制度レセプトデータ（令和４年４月～令和５年３月分） 

【表２－１】令和４年度特定健康診査・特定保健指導等実施結果

項目      

特定健康 評価

診査 対象者数

対象者数

（人） （人）

保険者

健診 割合 割合

受診率 （％） （％）

（％）

北海道 711,349 210,995 29.7 211,097 42,788 20.3 23,139 11.0

遠紋圏域 10,450 3,764 36.0 3,775 771 20.5 426 11.3

紋別市 3,089 835 27.0 835 153 18.3 78 9.3

佐呂間町 976 399 40.9 399 69 17.3 52 13.0

遠軽町 2,742 1,278 46.6 1,278 294 23.0 134 10.5

湧別町 1,723 645 37.4 646 124 19.2 88 13.6

滝上町 378 155 41.0 162 43 26.5 19 11.7

興部町 650 209 32.2 209 36 17.2 21 10.0

西興部村 123 58 47.2 58 9 15.5 7 12.1

雄武町 769 185 24.1 188 43 22.9 27 14.4

特定健康 内臓脂肪 内臓脂肪

全体的事項 内臓脂肪症候群に関する事項

（人） （人） （人）

診査 症候群 症候群

受診者数 該当者数 予備群者数
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　イ　急性期医療について 

　　○　現在、遠紋圏域には急性期医療を担う医療機関がないため、北網圏域等の専門医療

　　　機関へ早期につなぐため搬送を円滑に行う必要があり、消防と医療機関及び医療機関

　　　相互の連携体制の充実が重要です。 

　　○　急性期治療終了後は、回復期、維持期まで病期に応じて、一貫した治療やリハビリ

　　　テーションが受けられるよう脳卒中医療連携クリティカルパスを一層推進し、遠紋圏

　　　域に戻ってからも患者が安心して療養を続けられる体制の整備が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

　ア　発症予防・重症化予防（かかりつけ医） 

    ○　脳外科等専門医がいない遠紋地域では、急性期医療の機能がないためかかりつけ医

　　　等を中心とした発症予防、重症化予防の取組みが重要となります。医療機関と在宅療

　　　養を担う保健部門とのさらなる連携による患者支援体制の充実が必要です。 

 

　イ　応急手当・病院前救護（患者及び家族等周囲にいる者、消防機関と急性期医療を担う

　　医療機関の連携） 

　　○  遠紋圏域外にある急性期医療機関まで、できるだけ迅速かつ円滑に搬送できるよう

      医療機関と消防機関間の連携による救急搬送体制が必要です。 

　　○　救急要請後、急性期病院到着までの連絡体制、搬送ルート確保などの体制整備が必

　    要です。 

　　○　メディカルコントロールに基づく適切な観察・判断・処置を行う必要があります。 

 

　ウ　急性期医療（急性期を担う医療機関） 

    ○　遠紋圏域には、急性期の医療機関がないため、回復期及び維持期の医療機関等が他圏域

　　　にある急性期の医療機関と診療情報や治療計画（リハビリテーションを含む）を共有する

　　　などして連携を図ることが必要です。 

 

　エ　回復期医療（回復期医療を担う医療機関、リハビリテーションを専門とする医療機

関） 

　　○　身体機能の早期改善のため、集中的なリハビリテーション（発症から６ヶ月以内）

      を実施することが必要です。 

　　○　再発防止の治療（抗血小板療法、抗凝固療法等）、基礎疾患・危険因子の適切な管

　　　理、抑うつ状態への対処が必要です。 

　　○　失語、歩行障害等の機能障害の改善及びＡＤＬの向上のための理学療法、作業療法、

　　　言語療法を集中的に行うことが必要です。 

 

　オ　維持期医療（介護老人保健施設、介護保険によるリハビリテーションを担う医療機関

　　等） 

　　○　機能回復訓練を始め、維持期の医療を安心して受けられるよう、医療機関間の連携、　
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　　　医療機関と訪問看護等の在宅医療関係者との連携による医療提供体制の充実が必要で

　　　す。 

　　○　訪問看護等による医療やリハビリテーションにより、日常生活能力の維持、向上を

　図ることが必要です。 

　　○　再発防止のため、基礎疾患等の危険因子の管理や服薬管理等を、かかりつけ医と薬

 剤師、栄養士等の多職種連携により行う必要があります。 

      　また、医療機関と地域の関係機関（訪問看護ステーション、行政保健分野）との連

携により、生活習慣を改善するなど適切な療養を支援することが必要です。 

 

　カ　在宅医療について 

　　○　脳卒中の再発及び合併症を予防し、生活機能を維持・回復しながら在宅で療養生活

　　　を継続できるよう、医療及び介護サービスが役割分担をし、連携しながら一体的に支

　　　援を行うことが必要です。 

 

（4）数値目標等 

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

       
      
      
      

      

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

　ア　特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の向上 

　　○　各市町村と医療保険者等が連携して、未受診者対策の強化や受診率の向上、保健指

　　　導の充実を図ることが必要です。 

　　　　また、医療機関からのデータの活用等、地域保健と医療一層の連携を図ります。 

　　○　特定保健指導対象者のフォロー体制の充実を図るとともに、未受診者からの発症を

防ぐため、受診率向上のための啓発活動を行います。 

 

　イ　発症予防・重症化予防     

　　○　医療機関に通院中の患者に対し、薬剤師、栄養士等の多職種で連携して指導を行い

　　　ます。また、医療機関と地域の保健医療関係者が連携して必要な医療につなげ、適切

指標名

（単位）

現状値

目標値
現状値の出典

（年次）

圏域値 全道値

○　特定健康診査実施率（％）

（市町村国保）
３６．０ ２９．７ 現状より増加

令和４年度特定健診・特定

保健指導実施結果集計表

（法定報告速報値）

脳血管疾患死亡率（％）（人口 10 万

対）
１６９．６ ９２．９ 減少

令和３年北海道保健統計年

報

地域連携クリティカルパス導入第二次医

療圏数
－ 増加 増加



- 25 -

　　　な療養を支援します。 

 

　ウ　医療連携体制の充実 

　　○　急性期治療後、患者が遠紋圏域に戻ってからも必要な医療を地元で継続して受けら

　　　れるよう、医療機関間連携の充実と在宅療養の充実を図ります。 

　　○　オホーツク三次医療圏の医療機関との連携のもと、急性期から回復期、維持期まで

　　　切れ目なく適切な医療（リハビリテーションを含む。）を提供できるよう、地域連携

　　　クリティカルパスの導入に向けた取組を推進し、患者の受療動向に応じた連携体制の

　　　充実を図ります。                      

　　 

（６）脳卒中の医療を担う医療機関 

　ア　急性期医療 

　　（急性期医療を担う医療機関の公表基準） 

　　○　次の①～③について、24時間対応が可能な病院・診療所 

　　　（病院群輪番制をとっている圏域については、救急当番のみの場合を含む。） 

　　　①　血液検査及び画像検査（CT、MRI、超音波検査等） 

　　　②　開頭手術（脳動脈瘤クリッピング術、脳内血腫除去術、減圧開頭術等）、外科的血行再

　　　　建術かつ脳血管内手術  

　　　③　tｰPAによる血栓溶解療法  

 

（医療機関名）

第二次医療圏 市区町村 医療機関

上川中部    旭川市  旭川医科大学病院 

               旭川赤十字病院 

               大西病院 

             医療法人元生会　森山病院

  上川北部    名寄市  名寄市立総合病院 

  北網    北見市  北見赤十字病院 

 小林病院 

 社会医療法人明生会　道東の森総合病院

   網走市  JA北海道厚生連　網走厚生病院

  ＊遠紋圏域に該当医療機関がないため、隣接する第二次医療圏の脳卒中の医療機関一覧について掲載。 

                                

  イ　回復期医療 

　　（回復期医療を担う医療機関の公表基準） 

　　○　次の①及び②の両方を満たす病院・診療所  

　　　①　脳血管疾患等リハビリテーション科の保険診療に係る届出をしていること。        

　　　②　脳卒中の回復期リハビリテーションの対応が可能であること。  

 



- 26 -

　（医療機関名） 

第三次医療圏 第二次医療圏 市町村 医療機関

オホーツク 遠　　紋 紋別市 広域紋別病院

遠軽町 ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院

興部町 興部町国民健康保険病院

雄武町 雄武町国民健康保険病院

 

（７）歯科医療機関（病院歯科・歯科診療所）の役割 

　　○　脳卒中の後遺症で歯科関連の機能も大きく低下することから、口腔機能低下や口腔衛生状

　　　態の悪化による摂食嚥下障害、咀嚼障害、構音障害、誤嚥性肺炎が起こりやすくなります。

　　　その予防やリハビリテーションのため、適切な歯科治療、専門的口腔ケア、口腔機能訓練等

　　　の提供に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

　  ○　脳卒中の発症予防や再発予防には、患者が薬物治療について正しく理解し、適切に服

　　　薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学的管理（薬剤服用歴の管理、　

　　　服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者への適切な服薬指導などに努めます。

    ○　在宅患者に対しては、薬局が医療機関や訪問看護ステーション等と連携して、訪問に 

      よる服薬指導等に努めるとともに、在宅療養に必要な医薬品・衛生材料等の供給に努め 

      ます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

　　○　脳卒中患者が退院して在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関

　　　のスタッフと訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

　　○　脳卒中の回復期及び維持期にある在宅療養者に対して、心身の状態や障害に合わせ

　　　て必要な身体的ケアや精神的支援を行うとともに、再発予防に向けた基礎疾患・危険

　　　因子の管理や生活機能の維持・向上のためのリハビリテーションを実施し、日常生活

　　　の再構築を支援します。 

    ○　在宅療養中の脳卒中患者が、再発等の急変時にも迅速かつ円滑に医療につながるよ  

    　う、平常時から緊急時の連絡体制や救急車到着までの対処方法などを患者・家族等患

      者の周囲にいる者と事前に取り決め、緊急時の対応に備えます。 
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急性期医療

急性期医療を担う医療機関 ＜２４時間対応＞

○ 血液検査や画像検査（ＣＴ検査、ＭＲＩ検査）等、必要な検査の実施
○ 適応のある脳梗塞症例に対するｔ－ＰＡによる血栓溶解療法の実施
○ 呼吸・循環等の全身管理、及び感染症や深部静脈血栓等、合併症の予防・治療
〇 廃用症候群を予防し、リスク管理のもとに早期にリハビリテーションを開始
【医療機関名は第10章別表５参照】

脳卒中の医療連携体制

急性期から回復期、維持期までの医療機関及び介護保険関連施設等が、診療情報や治療計画
の共有による切れ目のない適切な医療が提供できるよう連携体制の充実を図ります。

発症予防の対応 維持期の対応

医 療
保険者

道
市町村

住民(患者)

健診の
普及啓発

○再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理
〇合併症への対応（誤嚥性肺炎･抑うつ等）
○生活機能の維持及び向上のためのリハビテー
ションの実施

○介護支援専門員、介護関連施設、訪問看護事
業所、歯科診療所、薬局等と連携した在宅医
療の実施

○基礎疾患の治療（高血圧・糖尿
病・脂質異常症・心房細動等）

〇生活習慣の改善を支援（食事・
運動・喫煙・過度の飲酒など）

○突然の症状出現時の対応につい
て本人･家族･周囲の者への教育

発症

回復期医療を担う
医療機関

○再発予防の治療や基礎疾
患･危険因子の管理

〇合併症への対応（誤嚥性
肺炎・抑うつ・認知症等）

○専門医療スタッフによる
集中的なリハビリテーシ
ョン（身体機能の早期改
善及びADLの向上）

【医療機関名は第８章別表４参照】

連

携
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連
携
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携
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【医療連携圏域】

近隣医療圏当該第二次医療圏 連携

特定健康診査
特定保健指導

受
診

来院後１時間以内を目安に専門的治療の開始
※発症4.5時間以内の脳梗塞患者には、t-PA静脈療法を考慮

連
携

保健指導
速やかに救急要請

応
急
手
当
・
病
院
前
救
護

発
症
予
防

訪問看護事業所、介護支援専門員、
かかりつけ歯科、かかりつけ薬局他

か か り つ け 医

受
診

救
急
搬
送
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３　心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制 

 

（１）現状 

　ア　死亡の状況 

○　遠紋圏域における令和３年（2021年）の心疾患の死亡者数は、168人で、死
　亡者総数16.7％を占め、全道と同様に第２位となっております。 

○　遠紋圏域の心疾患の死亡率は、人口10万対268.8で、全国（169.5）、全道

（188.2）よりも高い状況になっています。【図３－１】 

○　遠紋圏域の平成25年～令和４年（2013年～2022年）の虚血性心疾患（心筋

　　　梗塞や狭心症）の標準化死亡比（ＳＭＲ）
＊1

は107.2となっており、全道（81.　

　　　4）よりも高い状況になっています。【図３－２】 

 

　 　 　 【 図 ３ － １ 】 心 疾 患 に よ る 死 亡 率 の 推 移  

 

＊オホーツク地域保健情報年報 
＊令和３年北海道保健統計年報 

 

【図３－２】遠紋圏域の虚血性心疾患死亡比（SMR）平成25～令和４年（2013～2022） 

       

　　　＊北海道における主要死因の概要1１（2013～2022） 

＊１　標準化死亡比（ＳＭＲ）：地域による年齢構成の違いを考慮して、同じ年齢構成の集団となるように修正して 
　　計算し、全国を100として、その地域の死亡率がどのくらい高い（低い）かを比較するもの。 
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イ　健康診断の受診状況 

  （ア）特定健康診査の受診状況 

○　急性心筋梗塞等の発症を予防するためには、高血圧、糖尿病及び脂質異常症  等

の危険因子を健診等で早期に発見し改善することが重要です。遠紋圏域の令和４年

度（2022年度）の市町村国保の特定健康診査受診率は36.0％で、全国（37.5

％）より低く、全道（29.7％）よりも高い状況になっています。【P13 （4）

数値目標等参照】 

○　令和４年度（2022年度）の市町村国保の特定健康診査における内臓脂肪症候

　　　群（メタボリックシンドローム）の該当者＊１の割合は、遠紋圏域が20.5%、全

　　　道が20.3%、内臓脂肪症候群予備群＊２の割合は遠紋圏域が11.3%、全道が11.0

　　　%となっています。【P22　表２－１参照】 

 

（イ）喫煙の状況ついて 

     ○　遠紋圏域における喫煙率は、管内市町村が実施する特定健康診査・特定保健指

　　　導における問診票の集計結果（令和４年度）によると、男性31.4％、女性11.1

　　　％で、全道（男性28.1％、女性13.2％）よりも男性の喫煙率が高い状況になっ

　　　ています。 

 

（ウ）医療機関への受診状況 

○　令和４年度（2022年度）の「国保レセプトを用いた患者の受療動向
＊3

」によ

　ると、遠紋圏域の心疾患患者が遠紋圏域内の医療機関を受療している割合は、入

　院が91.7％、外来が89.8％となっております。 

　　 

ウ　医療機関の状況 

（急性期医療を担う病院について） 

　　○　遠紋圏域においては、JA北海道厚生連遠軽厚生病院が急性期医療を担う医療機  

    　関として公表されています。 

　　急性期医療を担う医療機関は、放射線等機器検査（心電図・冠動脈造影等）、臨

床検査（血清マーカー等）、経皮的冠動脈形成術の治療のすべてについて、24時

間いつでも対応可能であることが要件となっています。 

○　冠疾患専用治療室（CCU）を有している医療機関は、ＪＡ北海道厚生連遠軽厚

　　　生病院となっています。 

 

 

＊１　内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂肪、血圧、血糖基準のうち２つ以上に該当する者。 

＊２　内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂肪、血圧、血糖基準のうち１つ以上に該当する者。 

＊３　国保、退職国保、後期高齢者医療制度レセプトデータ（令和４年４月～令和５年３月分） 
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（回復・維持期の医療について） 

○　遠紋圏域における心大血管疾患リハビリテーションⅠ又はⅡの保険診療に係る届

出医療機関（令和４年４月１日現在）は、ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院となって

います。 

 

（２）課題 

ア　疾病の発症予防 

○　心疾患発症の危険因子となる高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンド

　　　ローム、喫煙習慣がある者への支援を早期に開始し、危険因子の改善に着目した保

　　　健指導の充実が必要です。 

○　敷地や施設での禁煙の取組を推進する等の環境づくりを行うことで、受動喫煙を

防止する対策の強化が必要です。 

 

イ　医療連携体制の充実 

○　遠紋圏域では、急性期を担う医療機関が1か所であり、一部に地域においては遠

方となり受診に時間を要する状況にある。このため、早期に専門的治療を速やかに

受けることができるよう、消防機関と医療機関、及び医療機関相互の連携が必要で

す。 

○　急性期から維持期までの病期に応じて、一貫した治療やリハビリテーションが受

けられるような関係機関の連携体制の充実が必要です。 

 

ウ　再発予防 

○　再発及び合併症を予防するためには、治療や基礎疾患の管理、再発時の対応方法

について、地域の医療機関と専門医療機関との連携による支援体制の充実が必要で

す。 

 

（３）必要な医療機能 

ア　発症予防 

（かかりつけ医） 

○　高血圧、糖尿病、脂質異常症等の基礎疾患に対する治療を行うとともに、喫煙や

ストレス等の生活習慣の改善を促すなどして、心筋梗塞等の発症を予防することが

必要です。 

○　急性心筋梗塞発症時に適切に対応できるよう、症状出現時の対応について、患者

及び家族等周囲にいる者に対する教育・啓発が必要です。 

    ○　発症リスクの高い通院患者に対して、緊急時の対応方法について、定期受診時に

　　　説明しておくこと、また、かかりつけ医から緊急対応が可能な医療機関へ迅速につ

　　　なげられるよう、連携体制が重要です。 
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イ　応急手当・病院前救護 

（家族等周囲にいる者） 

○　発症後、速やかに救急要請を行うことが必要です。 

○　心肺停止が疑われる人に対して、ＡＥＤの使用を含めた救急蘇生法等の処置を速

やかに行うことが必要です。 

 

（消防機関と急性期医療を担う医療機関の連携） 

○　早期に専門的診療が可能な医療機関への搬送が必要です。 

○　メディカルコントロールに基づく適切な観察・判断・処置を行う必要がありま

す。 

 

ウ　急性期医療 

（救命救急センター及びCCUを有する医療機関、急性期医療を担う医療機関） 

○　来院後、速やかに初期治療を開始するとともに、３０分以内に専門的な治療を開

始することが必要です。 

○　心筋梗塞等が疑われる者の初期治療に必要な検査及び処置、専門的な診療につい

て、２４時間対応可能な体制の維持が必要です。 

○　呼吸管理、疼痛管理等の全身管理やポンプ失調等の合併症治療を行うことが必要

です。 

○　冠動脈バイパス術等の外科的治療が可能、または、外科的治療が可能な施設との

連携体制の構築を図ることが必要です。 

○　慢性心不全の急性憎悪時に、状態の安定化に必要な内科的治療を行うことが必要

です。 

○　運動耐容能などに基づいた運動処方により合併症を予防し、多職種による多面的

・包括的なリハビリテーションを実施することが必要です。 

○　回復期の医療機関やかかりつけ医と診療情報や治療計画を共有するなどして、連

携を図るとともに、再発予防のため、定期的に専門検査を実施することが必要で

す。 

 

エ　回復期医療 

（内科・循環器科または心臓血管外科を有する病院・診療所） 

○　再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態等への対応を行うこと

が必要です。 

○　入院または通院により、合併症の再発の予防、在宅復帰のための心臓血管疾患リハ

ビリテーションを実施することが必要です。 

○　再発予防に必要な知識や再発時の対応方法について、患者及び家族への教育を実施

することが必要です。 

○　救急処置が可能な医療機関と連携し、合併症併発時や再発時などの緊急時に対応で
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きる医療体制を維持することが必要です。 

○　急性期及び在宅医療を担う医療機関と診療情報や治療計画を共有するなどして連携

を図ることが必要です。 

 

オ　維持期医療 

（かかりつけ医） 

○　再発予防のための治療、基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態等への対応を行

うことが必要です。 

○　救急処置が可能な医療機関と連携し、合併症併発時や再発時などの緊急時に対

応できる医療体制を維持することが必要です。 

 

○　急性期の医療機関・介護保健関連施設等と診療情報や治療計画等を共有し、再発

予防のための定期的な専門的検査、合併症併発時・再発時の対応等を円滑に行うた

め連携体制の強化を図ることが必要です。 

○　在宅での運動療法や再発予防のための疾病管理について、医療機関や訪問看護ス

テーション、歯科診療所及びかかりつけ薬局等と連携して支援を行うことが必要で

す。 

 

（４） 数値目標等 

指標名

（単位）

現状値

目標値
現状値の出典

（年次）

圏域値 全道値

○　リスクの高い疾患の通院者へ緊急時の対

応について、定期受診時に相談しておくこと

が求められます。また、かかりつけ医から緊

急対応が可能な医療機関へ連携できる体制が

重要です。急性期医療を担う医療機関数（か

所）

１ ６６ 現状維持

北海道保健福祉部調査

（令和４年 4 月 1 日）

喫煙率（％）

２０．０ ２０．１ １２．０以下

〈全道値〉

令和４年国民生活基礎調査

〈圏域値〉

令和４年特定健診・特定保健

指導時問診表集計結果男性 ３１．４ ２８．１

女性 １１．１ １３．２

高血圧の改善（40 ～ 74 歳）

（収縮期血圧の平均値）

男性 １３２ mmHg １２９ mmHg
１２４ mmHg

以下 第８回 NDB オープンデー

タ（令和２年）
女性 １２７ mmHg １２４ mmHg

１１９ mmHg

以下

心疾患死亡比（SMR ) １１０．３ ９８．１ －
北海道における主要死因の

概要１１

（2013 ～ 2022 ）
虚血性心疾患死亡比（SMR ） １０７．２ ８１．４ －

＊「北海道健康増進計画」（令和６年～令和１７年度）と調和を図る指標の目標値については、令和１７年度も維持・向上とする。
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　（５）数値目標を達成するために必要な施策 

　ア　予防対策の充実 

○　市町村及び保険者と連携し、引き続き、特定健康診査の重要性を周知し、受診率

の向上を図り、生活習慣改善に向けた保健事業の推進、保健指導の充実に務めま

す。 

○　「遠紋圏域健康づくり事業行動計画」に掲げた各領域の事業等に取組、高血圧症

や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、喫煙習慣がある者への支援を

早期に開始し、心筋梗塞等の心疾患の発症の予防を図ります。 

○　施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。 

 

イ　医療連携体制の充実 

○　急性期から回復期、再発予防まで、切れ目のない適切な医療を提供するため、地

域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワーク、保健医療

福祉圏域連携推進会議等を活用し、患者の受療動向に応じた連携体制の充実を図り

ます。 

○　発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、再発予防の各期に

おける、医療機関及び関係団体の取組を促進します。 

○　急性心筋梗塞は、発症後、早期に診療を開始する必要があり、また、比較的高度

で専門性の高い医療サービスの提供が求められることから、第二次医療圏での、医

療サービスの完結が望まれますが、遠紋圏域の医療資源の状況により、他圏域の高

度専門病院への搬送等によって心疾患の急性期患者の救命率向上に努めます。 

 

ウ　疾病管理・再発予防 

○　慢性心不全患者に対しては、自覚症状や運動耐容能の改善及び心不全憎悪や再入

院防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリング等を含む多職種による多面

的・包括的なリハビリテーションを実施します。 

○　慢性心不全患者の管理にあたっては、関係者間で心不全の概念を共有する事が重

要であることから、患者やその家族、心血管疾患を専門としない医療従事者や介護

関係者等への正しい知識の普及に努めます。 

 

（６）急性期医療を担う 

　　（急性期医療を担う医療機関の公表基準） 

　次の①～③について、２４時間対応が可能であり（病院郡輪番制をとっている圏

域については、救急当日のみの場合を含む）、かつ、④または⑤を満たす病院・診

療所 

①　放射線等機器検査（心電図・冠動脈造影等） 

②　臨床検査（血清マーカー等） 

③　経皮的冠動脈形成術の治療 

④　冠動脈バイパス術等外科的治療が実施可能 



- 34 -

⑤　冠動脈バイパス術等外科的治療は実施しないが、他医療機関への紹介が可能 

 

　　（医療機関名） 

　　　JA北海道厚生連遠軽厚生病院（冠疾患専用治療室（CCU）を有する医療機関 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○　心筋梗塞後の患者が歯科医療機関を受診した際には、循環器科等の医療機関及　

　　　び病院歯科と連携のもと、心機能や臨床検査結果等を踏まえ、全身管理に配慮し、

　　　安全で適切な歯科医療の提供に努めます。 

 

○　慢性心不全患者においては、口腔機能及び口腔衛生の維持・管理を行い、誤嚥

性肺炎や低栄養を予防することが重要であることから、地域の循環器科等の医療

機関と連携した療養支援体制の充実に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○　急性心筋梗塞の発症予防や再発予防のためには、患者が薬物治療について正しく

理解し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学的管

理（薬剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者への適

切な服薬指導等に努めます。 

○　在宅患者に対しては、薬局において、医療機関や訪問看護ステーション等と連携

し、薬学的管理のもと、訪問による患者への適切な服薬指導等に努めるとともに、

在宅療養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○　心疾患患者が在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関のスタ

ッフと訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

○　在宅での療養生活を継続する患者に対して、心疾患の治療及びその治療に伴う諸

症状に適切な看護を提供するとともに、再発予防に向けた基礎疾患・危険因子の管

理や生活機能の維持・向上のためのリハビリテーションを関係機関と連携して実施

し、日常生活の再構築を支援します。 

○　在宅での療養生活を継続する慢性心不全患者に対して、心不全増悪予防のための

疾病管理や治療に伴う諸症状・全人的苦痛の緩和など適切な看護を提供しつつ、適

切な療養行動を維持できるよう患者及びその家族を支援し、生活の質（QOL）の

向上を目指します。 

また、運動耐容能の改善を目的とした運動療法やカウンセリング等、多職種と連

携し、療養生活を支援します。
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４　糖尿病の医療連携体制 

 

（１）現状 

ア　死亡の状況 

○　遠紋圏域における令和３年（2021年）の糖尿病による死亡は13人で、死亡者

総数の1.3％と、全国（1.00％）、全道（1.17％）より高くなっています。（＊令

和３年北海道保健統計年報） 

○　遠紋圏域の令和３年度（2021年度）の糖尿病死亡率は人口10万対20.8で、全

国（11.3）、全道（15.4）より高くなっています。【図４－１】 

 

【 図 ４ － １ 】   糖 尿 病 死 亡 率 （ 人 口 1 0 万 対 ）  

   

   ＊人口動態統計、令和３年北海道保険統計年報

 

イ　特定健康診査の受診状況 

○　糖尿病は自覚症状がないまま進行するため健診等で早期に発見して治療すること

　　　が重要です。遠紋圏域の令和４年度（2022年度）の市町村国保の特定健康診査の受

　　　診率は36.0％で、全国（37.5％）より低く、全道（29.7％）より高い状況になって

　　　います。【P10　図２－３参照】 

○　令和４年度（2022年度）の市町村国保の特定健康診査における内臓脂肪症候群

（メタボリックシンドローム）の該当者＊１の割合は、遠紋圏域が20.5%、全道2

0.3%で、内臓脂肪症候群予備群＊２の割合は、遠紋圏域が11.3%、全道が11.0%

となっています。【P11　表２－１参照】 

 

  ウ　糖尿病の発症予防と重症化予防 

○　遠紋圏域においては、北海道健康増進計画（すこやか北海道21）の地域行動計 

  画である「遠紋圏域健康づくり事業行動計画」に基づき糖尿病の発症予防と重症化 

＊１　内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂肪、血圧、血糖基準のうち２つ以上に該当　
　　する者 
＊２　内臓脂肪の蓄積（主に腹囲により測定）に加え、血中脂肪、血圧、血糖基準のうち１つ以上に該当　

　　する者 

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成30年 令和３年

全国 9.6 10.8 11.4 10.6 11.4 11.3

全道 11.1 12.6 13.8 12.9 14.4 15.4

遠紋 14.9 14.5 21.2 20.8 15.1 20.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0



- 36 -

    に向けた取組を推進しています。 

○　重症化予防のためには治療の継続や生活習慣の改善による血糖値の管理が重要で

あることから、治療継続の必要性、栄養・食生活の改善、運動の実践等について、

正しい知識の普及啓発を図っています。 

 

エ　医療機関への受診状況 

○　遠紋圏域で透析治療を行っている医療機関は、令和４年12月１日現在、５か所

あります。 

○　令和４年度（2022年度）の「国保レセプトを用いた患者の受療動向＊１」によると、遠

紋圏域の糖尿病患者が遠紋圏域内の医療機関を受療している割合は、入院が59.0％、外来

が84.8％となっており、オホーツク三次圏域（入院88.2％、外来95.4％）を下ま

わっています。 

　　遠紋圏域以外の主な受療先は、北網圏域、上川北部圏域、上川中部圏域、札幌圏域とな

っています。  

            

（２）課題 

ア　予防対策の充実 

　○　糖尿病は自覚症状がないまま進行するため、早期発見による治療や血糖値管理と

ともに、生活習慣の改善が重要であり、特定健康診査及び特定保健指導の実施率の

向上や職域保健等と連携した保健指導の実施など、支援体制の充実を図る必要があ

ります。 

 

  イ　医療連携体制の強化・充実 

○　未治療者を含めすべての糖尿病患者が療養を継続しながら血糖値を管理し、合併

症を予防できるよう、かかりつけ医と専門医療機関、歯科診療所及び医療保険者等

による連携した診療体制の確保が重要です。 

    また、食事療法、運動療法及び薬物療法に関する地域の保健専門職種との連携に

よる、地域の関係者が一体となった支援が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

ア　発症予防 

　（かかりつけ医） 

〇　高血糖、脂質異常症、高血圧、肥満等の危険因子の管理を行うことが必要です。 

 

イ　初期・安定期治療 

　（糖尿病の診断及び生活習慣の改善、良好な血糖コントロールを目指した治療） 

○　食事療法、運動療法及び薬物療法による良好な血糖コントロールを目指した治療 

      を行うことが必要です。 

*1　国保、退職国保、後期高齢者医療制度レセプトデータ（令和４年４月～令和５年３月分） 
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○　７５ｇＯＧＴＴ
＊１

、ＨｂＡ１ｃ
＊２

等糖尿病の状態や治療効果の把握に必要な検

査を行うことが必要です。 

○　シックデイ（発熱や嘔吐、食欲不振などのとき）の対応や低血糖時の対応につい

て、事前に十分な指導を行うことが必要です。 

○　訪問看護ステーション、歯科診療所、薬局、介護支援専門員等と連携した在宅医

療を行うことが必要です。 

 
ウ　専門治療 

　（血糖コントロール困難事例の治療、職種連携によるチーム医療の実施） 

○　各専門職のチーム（管理栄養士、保健師、看護師、薬剤師等）による食事療法、

運動療法、薬物療法等を組み合わせた教育入院等の集中的な治療（心理問題を含

む。）を行うことが必要です。 

○　７５ｇＯＧＴＴ、ＨｂＡ１ｃ等糖尿病の状態や治療効果の把握に必要な検査を行

うことが必要です。 

○　糖尿病患者の妊娠時の対応について事前に十分な指導を行うことが必要です。 

 

エ　慢性合併症の治療 

　（慢性合併症の治療を担う専門医療機関） 

○　慢性合併症（糖尿病性腎症、糖尿病網膜症、糖尿病神経障害等）に係る専門的な

検査や治療を行うことが必要です。 

 

 オ　医療機能や役割が異なる医療機関との連携や地域保健関係者との連携 

○　かかりつけ医と専門医療を担う医療機関等との間で、診療情報や治療計画を共有

するなどして一体的な医療を提供していくことが必要です。 

　　○　医療機関は、保健指導を担う市町村や保険者から情報提供等の協力依頼がある場

　　　合には、患者の同意を得て情報提供等を行うことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１　75ｇＯＧＴＴ（Oral glucose tolerance test（経口ブドウ糖負荷試験））：ｇのブドウ糖水溶液を投与し、そ
の後の糖の処理能力を調べることや、インスリン分泌能を確認するための検査方法の一つ。 

＊２　ＨｂＡ１ｃ：赤血球の中に含まれているヘモグロビン（血色素）とブドウ糖が結びついているもので、過去１～
２か月の血糖値のコントロール状態を診る検査のこと。
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（４）数値目標等 

 

       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       

       
       
       
       
       

                      

                                                             

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

ア　予防対策の充実 

○　糖尿病に関する知識の普及啓発を図るとともに、予防のための食生活や運動等の生

活習慣の改善に向け、住民自らが健康増進に向けた取組を実践できるよう、栄養・食

生活や運動に関する情報を積極的に提供します。 

○　糖尿病の発症を予防するため、地域保健、職域保健と医療保険者等の関係者が連携し

て、特定健康診査・特定保健指導の内容の充実を図るとともに、制度周知の方法を工夫

して受診率（実施率）の向上に向けた取組を支援します。 

　また、データの活用等、地域保健と医療の一層の連携を図ります。 

イ　医療連携体制の充実 

○　糖尿病患者に対して、重症化や合併症の予防を図るのため、継続治療の必要性等

の啓発について、取組を支援します。 

○　医療施設間の診療情報や治療計画の共有による医療が提供されるよう、地域連携

クリティカルパスの普及等、患者の診療に関わる医療施設間の連携体制の充実を図

ります。 

 

 

 

指標名

（単位）

現状値

目標値
現状値の出典

（年次）

圏域値 全道値

特定健診受診率（％）

（国民健康保険分）
３６．０ ２９．７ ７０．０以上

令和４年特定健診・特定保

健指導実施結果集計表（法

定報告速報値）

特定保健指導実施率（％）

（国民健康保険分）
５７．０ ２６．０ ４５．０以上

糖尿病治療継続者の割合（％）

（20 歳以上）
－ ６３．３ ７５．０以上

令和４年健康づくり道民調

査（身体状況調査）

地域連携クリティカルパス導入医療機関

（か所）
６ ４５０ 増加

北海道保健福祉部調査（令

和４年）

血糖コントロール指標におけるコントロ

ール不良者の割合（％）

（HbA1cが 8.0 以上の者）

（40 ～ 74 歳）

男性　２．７２

　女性　１．１７

男性　１．９７

女性　０．７７
１．０以下

第９回 NDB オープンデー

タ（令和３年）

糖尿病性腎症による新規人口透析導入患

者数（人）
－ ６６２ ６３５以下

日本透析医学会「わが国の

慢性透析療法の現状」（令

和３年度）

＊「北海道健康増進計画」（令和６年～令和１７年度）と調和を図る指標の目標値については、令和１７年度も維持・向上とする。
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（６）糖尿病診療を担う医療機関等一覧 

（糖尿病医療を担う医療機関の公表基準） 

　北海道医療機能情報公表システムに基づく、医療機能情報の報告内容から、次の①

～③の項目のいずれかに該当する医療機関 

 

①　インスリン療法を行うことができること。 

②　糖尿病患者教育（食事療法・運動療法・自己血糖測定）を行うことができること。 

③　糖尿病による合併症に対する継続的な管理及び指導を行うことができること。 

 

【医療機関名】（遠紋圏域：令和５年4月1日現在　北海道医療計画第８章別表６） 

  該当項目
市町村名 医療機関名

① ② ③

紋別市 大原医院 ○ ○ ○

広域紋別病院 ○ ○ ○

医療法人社団　幸栄病院 ○ ○ 〇

医療法人社団耕仁会　曽我クリニック ○ ○ ○

武田医院 ○ ○ ○

みなとクリニック ○

佐呂間町 クリニックさろま ○ ○

遠軽町 遠軽共立病院 ○ ○ ○

コスモスクリニック ○ 〇 ○

JA北海道厚生連　遠軽厚生病院　まるせっぷク ○ ○ ○

リニック

丸瀬布ひらやま医院 ○

みずしま内科クリニック ○ ○

JA北海道厚生連　遠軽厚生病院 ○ ○ ○

湧別町 医療法人社団耕仁会　曽我病院 ○ ○ ○

ＪＡ北海道厚生連　ゆうゆう厚生クリニック ○ ○ ○

滝上町   滝上町国民健康保険診療所 ○ ○ ○

興部町 興部町国民健康保険病院 ○ ○

雄武町   雄武町国民健康保険病院 ○ ○ ○ 

  医療法人雄山会　山口クリニック ○ ○ ○

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○　歯周病と糖尿病は相互に影響を及ぼし、歯周病治療で血糖値が改善することがあるこ

とから、糖尿病を有する歯周病患者の治療にあたっては、糖尿病診療の医療機関と連携

して適切な歯科医療の提供に努めます。 

○　難治性の歯周病患者においては、糖尿病に伴う易感染状態の場合もあることから、糖

尿病・内分泌専門医療を担う医療機関と連携して歯科治療を行います。 
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（８）薬局の役割 

○　糖尿病の治療継続や重症化の防止のためには、患者が薬物治療について正しく理解

し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学的管理（薬剤

服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者への適切な服薬指導

などに努めます。 

○　在宅患者に対しては、薬局において、医療機関や訪問看護ステーション等と連携し、

薬学的管理のもと、訪問による患者に対する服薬指導などに努めるとともに、在宅医療

に必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割     

○　糖尿病及び合併症の治療やそれに伴う諸症状について、セルフコントロールを含

め適切な療養行動を維持できるよう患者・家族を支援し、生活の質の向上に努めま

す。 

○　糖尿病の重症化予防や口腔ケア・フットケアなどによる合併症の予防・早期発見

に努めるとともに、低血糖等の急性増悪時の対応について、患者・家族及び支援関

係者と平常時から連携します。 
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５　精神疾患の医療連携体制 

 

（１）現状 

　○　遠紋圏域の令和5年（2023年）3月31日現在の精神障がい者数は１，425人　

　　となっています。 

　○　傷病分類別では「気分［感情］障害（躁うつ病を含む）」が一番多く、次いで「統

合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」、「アルツハイマー病」が多くなって

います。 

 

【精神疾患の総患者数】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

傷病分類 令和4年

Ⅴ　精神及び行動の障害 １，425

　統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 ３87

　気分「感情」障害（躁うつ病を含む） ４３4

　血管性及び詳細不明の認知症 31

　アルコール使用〈飲酒〉による精神及び行動の障害 １1

　その他の精神作用物質使用による精神及び行動の障害 1

傷病分類 令和4年

Ⅵ　神経性の疾患

　アルツハイマー病 199
　てんかん 129

　＊ 北海道保健福祉部　保健所管内別精神障害者数把握状況調査（令和5年3月31日） 

　○　遠紋圏域で精神科等を標ぼうする病院・診療所数は４か所となっています。

 精神科を標ぼうする 精神科を標ぼうする 

遠紋圏域 病院数 診療所数

３ １
　＊北海道保健福祉部「医療機関名簿」（令和5年４月１日現在） 

 

　○　精神疾患は症状が多彩で自覚しにくいことや疾病や医療機関に関する情報が得に　

　　くいことなどから、精神科医療機関への早期の受診が難しい状況にあります。 

　○　保健所や市町村において、住民からの「精神保健福祉相談」を受けています。 

　○　遠紋圏域には精神科等を標榜する医療機関が４か所あり、そのうち１か所が有床医

療機関となっています。面積が広大な遠紋圏域では受診や通院が困難な場合が見られ、

病状悪化時の入院に際しては他圏域の医療機関となることが多い状況にあります。 

　○　精神科医療機関の無い西紋地区の４町村では、精神科医師による巡回診療を月１回

行っています。 

　○　保健所では精神科医師による「こころの健康相談」を２か月に１回行っています。 

　○　遠紋圏域には精神科訪問看護を実施している病院が１か所あります。 

 

　【精神科訪問看護を実施する病院・診療所数（令和2年）】
           

 区分 遠紋圏域
 人口１０万人当たりの施設数

北海道 全国

精神科訪問看護を実施する病院数 １ 1.05 0.58

精神科訪問看護を実施する診療所数 ０ ０.36 0.38

　＊厚生労働省「医療施設調査」 
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【統合失調症】 

  ○　全道では治療抵抗性統合失調症治療薬を精神病床の入院で使用した医療機関は、令

　　和2年度精神保健福祉資料によると道内23か所で、入院患者は92人となっています。 

　○　地域移行・地域定着が進まない要因として「退院後の住居の確保」、「家族の協力

が得られない」等が挙げられています。また、遠紋圏域以外の圏域への入院や通院も

多く、医療機関と連携したタイムリーな支援が難しい状況も見られています。 

　○　「入院後1年時点の退院率」については、全国平均の87.7％に対し、北海道は85.

2％と下回っており、「新規入院患者の平均在院日数」についても、全国110.3日に

対し、北海道は116.3日と長くなっています。 

区　　　分 全国 北海道

入院後1年時点の退院率（令和元年） 87.7％ 85.2％

新規入院患者の平均在院日数（令和2年） 110.3日 116.3日

　＊厚生労働省「患者調査」「精神保健福祉資料」 

 

【うつ病・躁うつ病】 

　○　うつ病は身体症状が出てくることが多いため、精神科を受診する前に内科医等のか

　　かりつけ医を受診することが多くなっています。 

　○　遠紋圏域において、治療法の一つである認知行動療法の実施医療機関として施設基

　　準等届出をしている医療機関数は、令和３年４月１日現在、１か所となっています。 

　○　近年、産後うつ病等の発症を心配する妊産婦が見られています。 

 

【認知症】 

　○　遠紋圏域においては、高齢化の進行に伴い、認知症の患者は増加傾向にあります。 

　○　本人に病識がないことや家族等周囲の理解不足から、初期段階で精神科医療へつな

げることや、状態悪化時に早期に受診することが困難な場合があります。 

　○　遠紋圏域の高齢化率は38.0％*1で、全道（32.3％）を上回っており、市町村別で

　　は、全市町村で全道を上回っています。高齢者の単身世帯、高齢者のみの夫婦世帯の

　　割合も高く、慢性的な身体疾患を併発している場合や退院後の生活の場が確保できな

　　いなど、退院が困難となる場合も想定されます。 

　○　遠紋圏域では、令和３年４月１日より広域紋別病院が認知症に関する鑑別診断や専

　　門医療相談等を行う「認知症疾患医療センター」として指定されています。 

 

【児童・思春期精神疾患】 

　○　遠紋圏域では、心の問題を持つ子どもとその家族が身近な地域で専門的診療が受け

　　られる体制が不足しています。 

　○　遠紋圏域ではこころの診療で入院を必要とする子どもについては、他圏域の入院治

療が可能な医療機関に頼らざるを得ない状況にあります。 

　○　児童・思春期の精神疾患については、小児科医を受診することも多くなっています。 

 

 【発達障がい】 

　○　成人期になってから発達障がいがあると診断された人については、児童・思春期に

　　必要な療育や支援を受けた経験がない、あるいはこれまでに適切な医療を受けていな

　  いといったことから、対人関係の問題など日常生活及び社会生活を送る上で困難を抱 

    えている場合があります。 

 

　*1　住民基本台帳人口（令和4年1月1日現在） 
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　○　日常生活や職業での困難が発達障がいによるものであると理解されず、必要な福祉

　　支援や医療支援を受けられずにいる場合が少なくありません。 

 

【依存症】 

  ○　アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症については、遠紋圏域に専門医療機関や

自助グループがなく、継続的な支援が困難な状況が見られます。また、本人に病識が

ないことが多く、高齢化してから問題が顕在化している状況もあります。 

 

【外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）】 

  ○　災害・犯罪・事故により被害を受けた者の遺族はもとより、身体に被害を受けた多

　　くの被災者や被害者が同時に精神的被害を受けていると考えられます。 

　　　また、身体被害（物理的外傷）はなくても災害・犯罪・事故等によって直接的に精

　　神被害を受けた者も多数に上ると考えられ、重度の外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

　　などの災害や犯罪等による被害に対する持続的な精神的後遺症に罹患している者も少

　　なくありません。 

 

【高次脳機能障がい】 

  ○　高次脳機能障がい＊1は外見では分かりにくく、本人や周囲の者が障がいを認識しづ

　　らい場合が多いことなどから、適切な医療や支援を受けにくい場合があります。　 

　○　遠紋圏域には、本人や家族が交流、情報交換する場がなく、孤立している状況も見

られます。 

 

【摂食障害】 

  ○　摂食障害は、潜在患者は多いものと推定されているにもかかわらず、専門的な医療

　　につながるまでに長期間が経過することによって、重症化してしまうことも少なくあ

　　りません。 

 

【てんかん】 

  ○　てんかんの有病率は、約0.8％と推定されており、発達期だけではなく、老年期に

　　も発症し、認知症等と合併することも知られています。 

　○　遠紋圏域では１２９人が受療していますが、小児科、神経内科、脳神経外科など精

　　神科以外の診療科を受診している方もいます。 

 

【精神科救急・身体合併症】             

　○　令和4年度（2022年度）において、全道で精神科救急医療体制整備事業により夜

　　間・休日に診療を受けた人は２,097人、入院した者は761人となっていま　　す。 

　○　道内には輪番病院や身体合併症に対応可能な施設が少なく、患者の救急搬送時の受 

 入調整に時間を要する傾向があります。 

 

 

 

 

 

＊１ 高次脳機能障がい：病気（脳血管疾患、低酸素脳症、脳腫瘍等）や交通事故などによる脳外傷等の要因

　 により脳に損傷をきたしたために生じる記憶障害や注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害を指します。 
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【自殺対策】 

　○　自殺の背景には、うつ病を始めとする精神疾患があることが多いとされています。

      北海道における自殺死亡率は、全国平均より高い状況です。 

　○　厚生労働省「人口動態統計（令和4年）」によると遠紋圏域の自殺死亡率では、人

口１０万対19.2で、と全国（17.4）、全道（17.9）より高い状況にあります。 

 

【人口１０万人当たりの自殺死亡率】　　　　　　　　　　　　　　　　

区分 全国 北海道 遠紋圏域

自　殺　死　亡　率 17.4 17.9 19.2

　＊厚生労働省「人口動態調査」（令和4年） 

 

【医療観察法における対象者への医療】 

  ○　心神喪失者等医療観察法＊１による入院処遇とされた者の治療を行う「指定入院医

　　療機関」は、道内では１医療機関となっています。 　　　　　　                 

  ○　退院決定又は通院決定を受けた者が必要な医療を受ける「指定通院医療機関」は、

　　遠紋圏域には未整備となっています。 

 

（２）課題 

　○　精神科医療機関と地域のかかりつけ医との連携により、精神疾患が疑われる人が円

    滑に受診できるよう、受診勧奨等の取組が必要です。 

  ○　精神科医療を必要としている人やその家族が身近なところで悩みや不安を相談でき

    るよう市町村や保健所における相談機能の強化に努める必要があります。 

  ○　身近な地域の良好な療養環境のなかで、外来や訪問診療、入院医療等の精神科医療

    が適切に提供される体制が必要です。 

  ○　当事者・家族が住み慣れた地域で安心して生活が送れるよう、医療機関と地域の相

    談支援事業所や障害福祉サービス事業所等が連携した地域定着へ向けた支援が必要で

    す。 

  ○　日中活動の場や退院後の住まいなど生活の場の確保、復職・就職への支援など、社

　　会復帰へ向けた環境整備が必要です。 

 

【統合失調症】 

  ○　患者の入院長期化の防止や長期入院患者の退院を促進するため、精神科医師、看護

    師、薬剤師、精神保健福祉士、作業療法士、臨床心理技術者等からなる多職種チーム

    による診療計画の作成や退院後の訪問看護、外来治療継続の支援など地域移行に向け

    た支援が必要です。 

　○　遠紋圏域内の精神科医療機関や市町村、相談支援事業所や障害福祉サービス事業所

等の関係機関との連携による地域移行や地域定着支援の取組が必要です。 

　○　遠紋圏域内の医療機関における連携体制の構築や長期入院患者の症状を軽快させる

    治療法の普及、精神科リハビリテーションを始めとする予防的アプローチの充実など

    が必要です。 

 

 

 

＊１　心神喪失者等医療観察法：心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び監察等に関する

　　法律。心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し、継続的かつ適切な医療並びにその確保の

　　ために必要な監察及び指導を行うことによって、その病状の改善及びこれに伴う同様の行為の再発防止

　　を図り、社会復帰を促進することを目的とする。 
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【統合失調症】 

  ○　患者の入院長期化の防止や長期入院患者の退院を促進するため、精神科医師、看護

    師、薬剤師、精神保健福祉士、作業療法士、臨床心理技術者等からなる多職種チーム

    による診療計画の作成や退院後の訪問看護、外来治療継続の支援など地域移行に向け

    た支援が必要です。 

　○　遠紋圏域内の精神科医療機関や市町村、相談支援事業所や障害福祉サービス事業所

等の関係機関との連携による地域移行や地域定着支援の取組が必要です。 

　○　遠紋圏域内の医療機関における連携体制の構築や長期入院患者の症状を軽快させる

    治療法の普及、精神科リハビリテーションを始めとする予防的アプローチの充実など

    が必要です。 

 

【うつ病・躁うつ病】 

  ○　内科等のかかりつけ医や産業医との連携を強化し、患者の状態に応じて精神科医療

へつなぐ取組が必要です。 

　○　患者のニーズや病状に応じて、地域の就労支援事業所、障害者就業・生活支援セン

　　ター等の関係機関と連携した就労支援・復職支援の取組が必要です。また、事業主を

　　始めとした職域関係者に対し、うつ病に罹患した従業員に適切に対応できるよう正し

    い知識の普及を図っていくことが必要です。 

　○　産後うつ病については、市町村や精神科医療機関、産科医療機関と連携した支援体

制が必要です。 

 

【認知症】 

  ○　認知症は適切な治療により病状の進行を遅らせ、より安定した生活を送ることがで

　　きる可能性があり、早期発見・早期受診や周囲の者の適切な対応が重要となることか

　　ら、かかりつけ医、産業医等医療関係者の診断技術等の向上、家庭や職場など周囲の

　　者や介護関係者等への認知症に関する正しい知識の普及が必要です。 

  ○　令和３年４月より遠紋圏域に認知症疾患医療センターが指定されており、鑑別診断

　　やその初期対応、専門医療の相談等による認知症疾患の保健医療水準の向上が求めら

　　れます。 

　○　認知症サポート医について、医療機関や介護関係者への周知や活動内容の充実が求

　　められています。 

  ○　少子高齢化の進行等により、家庭における介護力が低下し、いわゆる老老介護や介

　　護離職の問題など家族の介護負担が重くなっている状況も見られ、認知症グループホ

　　ームなど退院が可能と判断された認知症高齢者の地域における生活の場の確保が求め

　　られています。 

 

【児童・思春期精神疾患】 

  ○　児童・思春期に特有の疾患に関する正しい理解と対応について、小児科医を始め、

　　地域の保健・医療・福祉・教育関係者に対する学習機会の確保が必要です。 

　○　適切な養育と子どもの健康な発達との関連について、幅広く啓発することが必要で

　　す。 

　○　乳幼児健診は、発達障がい等子どもの心の問題の早期発見にも資する機会であるこ

とから、市町村の健診担当部局と医療機関・保健所等の関係機関が連携した健診後の

保健指導や相談支援などの取組が重要です。 

　○　遠紋圏域では、心の診療を必要とする子どもの入院治療機能を持つ医療機関がなく、 

　　他圏域の医療機関に頼らざるを得ない状況にあり、子どもの心の診療体制の整備に向

　　けた取組が求められています。 
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【発達障がい】 

　〇　発達障がいに関する理解と対応について、医師を始め、地域の保健・医療・福祉・

　　教育関係者に対する学習機会の確保が必要です。 

　〇　発達障がいを持つ人については、児童・思春期から成年期にかけて、ライフステー

　　ジに応じた保健・医療・福祉に関する各種サービスの移行を円滑に進め、切れ目のな

　　い支援を行うことが必要です。 

  ○　発達障がいを背景とするひきこもりなどの二次障害を防ぐため、的確な早期診断と

　　適切な医療的支援が必要です。 

 

【依存症】 

  ○　依存症対策の専門的支援に係る地域の相談支援体制を整備し、必要に応じて適切な

　　医療につなげるなどの取組が必要です。 

  ○　アルコール依存症については、治療を行う医療機関と内科等のかかりつけ医や産業

　　医等の連携が十分でないため、重症化してから治療につながる傾向もあり、医療機関

　　や関係機関との連携強化が必要です。 

 

【外傷後ストレス障害(ＰＴＳＤ)】 

  ○　被災者や犯罪被害者等が心理的外傷その他災害や犯罪などにより心身に受けた影響

　　から回復できるようにするため、精神的・身体的被害に対する保健・医療・福祉サー

　　ビスの充実を図ることや専門性の高い者の人材育成が必要です。 

 

【高次脳機能障がい】 

  ○　高次脳機能障がいに関する知識の普及を図るとともに、地域での相談窓口や利用可

　　能な支援制度などの周知を図ることが必要です。また、地域の医療機関における高次

　　脳機能障がいの診療体制の充実を図ることが必要です。 

 

【摂食障害】 

  ○　プライマリケアを担う医療機関、小児科医、内科医等への摂食障害に関する普及啓

　　発を進め、早期発見、適切な治療につなげることが必要です。 

 

【てんかん】 

  ○　てんかん専門医の下での高度な医療が必要な患者については、道内では専門医の偏

　　在により、十分な医療が受けられない状況もあるため、地域における診療連携体制や

　　遠隔医療による対応が必要です。 

　○　未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の普及啓発等を通

　　じ、適切な治療につなげることが必要です。 

  ○　老年期に発症するてんかんに関し、医療関係者等への理解の促進が必要です。 

 

【精神科救急・身体合併症】 

  ○　休日や夜間を含め、24時間365日、精神科救急患者や身体疾患を合併した患者等

　　の状態に応じて適切な医療を提供できる体制の確保が必要です。 

　○　精神科救急輪番体制の確保に当たっては、圏域内に入院可能な有床の精神科医療機

　　関が１か所であり、輪番病院が確保できず、北網圏域に頼っている現状にあります。

　　今後は遠隔地域支援病院制度の活用による連携も含め、地域の特性をふまえた救急患

　　者の受入体制づくりの検討が必要です。 

　○　自殺企図者の身体的処置終了後の精神科医による事後対応、精神科と一般科が連携

した受入体制等、一般救急との連携体制の構築が必要です。 
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【自殺対策】 

　○　地域における自殺予防対策の推進に当たっては、自殺対策の専門的支援に係る地域

　　の相談支援体制を整備し、必要に応じて適切な医療につなげるなどの取組が必要です。 

  ○　医療機関と保健所・市町村及び自殺対策に取り組む民間団体等が連携し、自殺未遂

　　者への支援や住民に対する啓発を行うほか、地域間の取組の格差を是正する取組など、

　　自殺対策に社会全体で取り組んでいくことが必要です。 

 

【医療観察法】 

  ○　対象となった者のニーズに応じた保健福祉サービスの活用等、地域処遇における指

定通院医療機関と関係機関が連携した支援が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

【地域精神科医療提供機能】 

　○　患者本位の精神科医療を提供すること。 

　○　ＩＣＦ（国際生活機能分類）＊１の基本的な考え方を踏まえながら多職種協働によ

　　る支援を提供すること。 

　○　地域の保健・医療・福祉・介護の関係機関との連携・協力を行うこと。 

 

 

 

 

 

＊１　ＩＣＦ（国際生活機能分類）：人が生きていくための機能全体を「生活機能」としてとらえる。「生

　　活機能」は、①体の働きや精神の働きである「心身機能」、②ＡＤＬ・家事・職業能力や屋外歩行とい

　　った生活行為全般である「活動」、③家庭や社会生活で役割を果たすことである「参加」の３つの要素

　　から構成される。 

多様な精神疾患等（15領域）
都道府県連携拠点機能を担う医療機関

地域連携拠点機能を担う医療機関

地域精神科医療提供機能を担う医療機関

患 者

保健所

精神保健福祉センター

統合失調症

うつ病・躁うつ病

認知症

児童・思春期精神疾患

発達障がい

外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

高次脳機能障がい

摂食障害

てんかん

精神科救急

身体合併症

自殺対策

災害精神医療

医療観察法

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成の都道府県拠点
・地域連携拠点機能支援

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成の地域拠点
・地域精神科医療提供機能支援

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成への参画
・地域精神科専門医療の提供

精神疾患の医療連携体制

市町村その他の医療機関

本庁

受診、相談 連携 協議の場

依存症
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（４）数値目標等

指標名（単位）
計画策定時 現状値 北海道目標値 目標の標値 現状値の出典 

（R2見直し時） （Ｒ11） の考え方 （年次）

認知症疾患患者医療     北海道保健福祉部調

センター（地域型・ ０ 22 21 
現状維持

 査(令和5年4月時点)

連携型）の整備数

入院３か月時点での
    厚生労働省 

退院率（％） 30.0
59.4 68.9 現状より 精神保健福祉資料 

 増加 （令和4年度）

入院６か月時点での
    厚生労働省 

退院率（％） 50.0
79.3 84.5 現状より増 精神保健福祉資料 

加 （令和4年度）

入院後１年時点での
    厚生労働省 

退院率（％） 50.0
87.2 91.0 現状より増 精神保健福祉資料 

加 （令和4年度）

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

　○　身近な地域において、相談支援に従事する職員の専門性の向上を図るため、自殺対

　　策、ひきこもり、依存症などの支援に関する技術支援や研修を実施します。 

　○　一般科医療機関に勤務するコメディカルスタッフや地域の相談機関職員等を対象と

　　した適切な精神科医療へのつなぎ等の連携方法の習得のための研修会の開催など、人

　　材育成に取り組みます。 

  ○　「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、精神障がいの

ある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、保

健・医療・福祉関係者による協議の場を市町村ごとにも設置できるよう広域での調整

に努め、重層的な連携による支援体制を構築します。 

 

【統合失調症】 

　○　精神科病院に入院している者の退院を促進するため、地域の相談支援事業所や医療

　　機関等と連携し、長期入院患者の地域移行・地域定着の支援を推進します。 

　○　長期入院等の後に退院した者や治療中断者等の地域生活の支援のために、保健医療

　　福祉関係機関で構成する多職種チームによるアウトリーチ支援をモデル的に実施する

　　など、地域における支援体制の構築を促進します。 

　○　市町村などと連携し、「北海道障がい福祉計画」に基づき、グループホームや就労

　　支援事業所等日中活動の場の整備を促進します。 

 

【うつ病・躁うつ病】 

　○　うつ病の診療知識の普及や精神科専門医との連携を推進するため、内科医等かかり

　　つけ医の対応力向上のため開催される研修会を周知します。 

　○　地域・職域における産業医等と精神科専門医の連携強化を促進するため、医療関係

　　団体と連携した、うつ病に関する研修や連携システムの構築に努めます。 

　○　精神障がいの特性や疾患の状態に応じた就労支援を推進するため、圏域における関

係機関、団体の就労支援ネットワークの構築を図ります。 
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【認知症】 

　○　介護関係者、家族に対し認知症に関する正しい知識の普及を図るため、認知症介護

　　研修を実施します。また、認知症サポーター（認知症を理解し支援する住民）の養成

　　等を通じて家庭や職場など周囲の者や地域住民に対する知識の普及を進めます。 

　○　かかりつけ医への助言等を行う認知症サポート医の養成を推進します。また、サポ

　　ート医が専門医療機関等との連携の推進役として活動できるよう支援します。 

  ○　認知症の専門医療機関である認知症疾患医療センターの整備により、認知症医療水 

　　準の向上を図るとともに地域包括支援センター及び介護関係機関との連携を促進しま

　　す。 

  ○　市町村等と連携し、「北海道高齢者保健福祉計画・介護保険支援事業計画」に基づ

　　き、グループホーム等の住まいの場の整備を推進します。 

 

【児童・思春期精神疾患】 

　○　心の問題の発見後、適切な療育や子育てに対する不安の解消などの支援につなげら

　　れるよう、児童・思春期精神疾患に関する専門性の向上を図るため、保健福祉に関わ

　　る職員を対象とした研修を実施します。 

　○　小児科医や看護職員による児童精神疾患への対応や必要に応じた専門医との連携が

　　適切に図られるよう、子どもの心の診療体制の整備を検討します。 

　○　心の問題を持つ子どもとその家族が、身近な地域で適切な医療的相談等の支援を受

　　けることができるよう、市町村に必要な専門的支援の確保に努めるほか、圏域の保健

　　・医療・福祉・教育等の関係機関のネットワークを構築し、連携の促進を図ります。 

 

【発達障がい】 

　〇　発達障がいの当事者・家族等を適切な支援につなげられるよう、発達障がいに関す

る専門性の向上を図るため、保健福祉に関わる職員を対象にした研修等を実施します。 

　○　発達障がいの当事者・家族等が速やかに医療機関を利用できるよう、保健所のホー

ムページを活用するなど医療機関に関する情報の提供に努めます。 

　〇　発達障がいを持つ人が身近な地域において適切な診療を受け、また、その家族が適

　　切な医療的相談ができるよう、圏域の保健・医療・福祉・教育等の関係機関のネット

　　ワークを構築し、ライフステージに応じた切れ目のない支援のための連携の促進を図

　　ります。  

 

【依存症】 

　○　依存症に関する知識を普及し、当事者・家族を地域で支援することができるよう、

地域住民に対する啓発や支援者向けの研修等の機会の確保など、依存症支援体制の構

築を促進します。 

  ○  「北海道アルコール健康障害対策推進計画」に基づき、予防及び相談から治療回復

    支援に至る切れ目のない支援体制の充実を図ります。 

 

【外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）】 

　○　精神保健福祉センターが実施する研修に参加し、相談支援体制の充実を図ります。 

 

【高次脳機能障がい】 

　○　高次脳機能障がいの当事者・家族が身近な地域で支援を受けられるよう、保健所に

おける相談機能の強化や相談窓口の周知を図るとともに、圏域において高次脳機能障

がいが早期に診断され、支援につながるよう、医療関係者等を対象とする研修を実施

するなど、支援及び診療体制の充実を図ります。 
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【摂食障害】 

  ○　プライマリケアを担う医療機関、小児科医、内科医等への摂食障害に関する普及啓

　　発を進めます。 

  〇　摂食障害の当事者・家族等が速やかに医療機関を利用できるよう、保健所ホームペ

ージにより医療機関に関する情報の提供に努めます。 

 

【てんかん】 

  ○　未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の普及や治療につ

なぐ等相談に応じます。 

　○　老年期に発症するてんかんに関して医療関係者等への理解の促進に取り組みます。 

 

【精神科救急・身体合併症】 

　○　休日・夜間の緊急の相談や救急医療を必要とする者に対応することができるよう、

　　精神科救急医療体制を整備します。 

　○　輪番体制の確保に当たっては、圏域内に入院可能な精神科医療機関が１か所であり、

　　輪番病院を確保できず、北網圏域に頼っている現状にあります。今後、遠隔地域支援

　　病院制度の活用による連携も含め、地域の特性を踏まえた救急患者の受入体制づくり

　　を検討します。 

　○　身体合併症を有する救急患者への対応が円滑に行われるよう、一般救急を担う医療

　　機関との協力体制や救急搬送時の受入ルールづくりについて、地域の特性を踏まえ検

　　討します。 

 

【自殺対策】 

  ○　保健・医療・福祉・労働・教育等の関係機関から構成される「北海道紋別保健所自

殺対策連絡会議」や「職域連携推進連絡会」の構成機関・団体と連携し、圏域におけ

る人材育成や相談体制の確保等、「第4期北海道自殺対策行動計画」に基づき、総合

的な自殺対策を推進します。 

 

【医療観察法】 

　○　医療観察法による通院決定、退院決定を受けた者を対象として実施される「地域社

会における処遇」において、生活に必要な支援が円滑に提供されるよう、指定通院医

療機関、保護観察所、市町村及び相談支援機関等の関係機関と連携して取り組みます。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

第三次医療圏 第二次医療圏 市町村  医　療　機　関

 
オホーツク 遠　紋

  紋別市  広域紋別病院

 遠軽町  医療法人恵池会遠軽学田病院

                            　　　　　　　(ReМHRĄD:2023｢障害福祉サービス等情報公表ｼｽﾃﾑ｣) 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

　○　認知症のある高齢者等では、歯の痛み、歯周病や口内炎等の炎症に伴う痛み、義歯

　　の不具合等の問題により、BPSD（認知症に伴う行動障害・精神症状）を引き起こす

　　可能性があることから、適切な歯科医療や口腔ケアの提供に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

　○　精神疾患に対する一層の理解を深めるため、精神科医療に関する研修会に薬局薬剤

　　師が積極的に参加するとともに、薬局において、睡眠改善薬などの市販薬の販売時や

　　相談の機会を通じて、適切な医療が必要と考えられる者に対し、受診勧奨を行うほか、
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　　専門医療機関や相談機関の紹介に努めます。 

　○　向精神薬等の過量服用や薬物依存を未然に防ぐためには、患者が薬物治療について

　　正しく理解し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において薬剤服

　　用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等の薬学的管理を行うとともに、患者への適切

　　な服薬指導などに努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

　○　主治医や医療機関の看護師等と連携し、入院中から在宅療養環境の整備に努めます。 

　○　在宅療養中の精神疾患及びその治療に伴う諸症状を把握し、服薬等の適切な療養行

　　動を維持できるよう患者・家族を支援し、生活の質（ＱＯＬ）の向上を目指します。

　○　在宅療養中の病気や障がいの状況に合わせ、生活リズムの安定、社会活動や交流に

　　おける対人関係の調整を支援するともに、地域住民及び保健・医療・福祉等関係者の

　　連携に努めます。 

　○　認知症患者の尊厳に配慮し、行動・心理症状や生活障害に応じた看護を提供すると

　　ともに、家族等の支援や在宅療養生活の安定のための環境整備に努め、生活の質（Ｑ

　　ＯＬ）の向上を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 52 -

６　救急医療体制 

（１）現状 

○　遠紋圏域における救急医療の需要は増加傾向にあり、救急車の搬送人員を例にとると、

平成３０年の3,119人から令和５年には3,489人となっており、コロナ禍における一時

的な減少があったものの、この６年で約11.9％増加しています。 

○　住民の大病院・専門医志向などを背景に軽症者の夜間受診が二次救急医療を担う病院

へ集中し、これに伴い大病院への負担が増大するなどの問題が生じています。 

○　当圏域には脳卒中や交通事故による多発外傷などの重篤救急患者に対応する三次救急、

高度専門医療機関が無く、他圏域へ患者の搬送を行っています。 

○　西紋地域においては、地域医療連携推進法人「西紋医療ケアネットワーク」の中核病

院である広域紋別病院を中心として、東紋地域においては、遠軽厚生病院が中心となっ

て二次救急医療の提供を行っています。 

  　　 

  [救急出動件数及び搬送人員] 

＊紋別保健所調、人口は住民基本台帳 

 

ア　救急医療提供体制 

遠紋圏域では、比較的軽度な救急患者に対する初期救急医療や二次救急医療体制を確

保するため、救急告示医療機関や在宅当番医制により患者の受け入れ体制を確保してい

ます。 

 

（ア）初期救急医療体制 

西紋地域では、平成21年度に開設された紋別市の休日夜間急病センターや各町立国

保病院等が中心となり、遠紋圏域では在宅当番医制の実施により、夜間、休日におけ

る初期救急患者の受入体制に努めています。 

 

（イ）二次救急医療 

　入院治療を必要とする重症救急患者に対する二次救急医療は、ＪＡ北海道厚生連遠

軽厚生病院及び広域紋別病院の各地域センター病院と各町内にある救急告示医療機関

が対応しています。 

 

（ウ）三次救急医療 

○　心筋梗塞、脳卒中、交通事故等による多発外傷などの重篤救急患者の救命医療を担

う三次救急医療体制は、オホーツク三次医療圏においては、24時間365日体制で救
命医療を行う救命救急センターとして北見赤十字病院が平成4年に指定を受け、実施
しています。 

市町村 出動件数 搬送人員数 出動件数 搬送人員数 出動件数 搬送人員数 出動件数 搬送人員数 出動件数 搬送人員数 出動件数 搬送人員数
紋別市 1,160 1,100 1,128 1,068 1,031 969 1,088 1,022 1,194 1,103 1,323 1,209
滝上町 118 117 133 124 139 130 153 146 152 142 194 173
興部町 167 165 149 146 153 152 165 161 169 161 199 190

西興部村 65 68 82 76 63 60 71 69 77 74 83 80
雄武町 247 232 231 220 223 212 198 188 234 222 262 254
組合計 1,757 1,682 1,723 1,634 1,609 1,523 1,675 1,586 1,826 1,702 2,061 1,906
遠軽町 1,070 1,011 1,072 1,015 902 855 980 931 1,098 1,026 1,027 948
湧別町 372 347 396 370 393 374 411 386 493 470 427 399

佐呂間町 211 195 215 201 240 221 246 216 246 230 258 236
組合計 1,653 1,553 1,683 1,586 1,535 1,450 1,637 1,533 1,837 1,726 1,712 1,583

合　　計 3,410 3,235 3,406 3,220 3,144 2,973 3,312 3,119 3,663 3,428 3,773 3,489
人　　口 合　　計 69,376 68,056 66,812 65,730 64,397 63,110

紋別地区
消防組合

遠軽地区
広域組合

令和３年 令和４年 令和５年平成３０年 令和元年 令和２年
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（エ）救急搬送 

○　遠紋圏域には、遠軽地区広域組合と紋別地区消防組合の２つの消防本部があり、平

成21年度から道北ドクターヘリの運用を開始しています。 

　　　  他圏域の三次救急医療機関や高度専門医療機関へ搬送する場合は、道北ドクターヘ

リや平成23年度からは脳卒中や心大血管疾患患者に対する搬送ルールを策定し、医療

機関への直接搬送が実施されています。 

          

　  

 

  　　 

　　　　＊紋別保健所調 

 

イ　住民への情報提供や普及啓発 

○　救急当番医療機関等を電話やインターネット等で確認できる「北海道救急医療・広

域災害情報システム＊１」により情報提供しています。 

また、ＡＥＤ(自動体外式除細動器)＊２の使用を含む救急法等講習会の実施やＡＥＤ

の設置促進、ポスター・リーフレットの配布等による救急医療機関や救急車の適切な

利用に関する普及啓発を行っています。 

 

      [北海道救急医療・広域災害情報システムによる情報提供及びAEDの設置状況]

 
ホームページアドレス

　   パソコン・スマートフォン等から 

　　 http://www.qq.pref.hokkaido.jp

 情報案内センター電話番号
   フリーダイヤル 0120-20-8699 

　スマートフォン等から 011-221-8699

 AED設置台数（R６年６月末現在） １３，７８１台（うち遠紋圏域内　262台）

 

（２）課題 

ア　初期救急医療体制及び二次救急医療体制の充実 

○　初期救急医療は各市町村単位で整備されているところですが、民間の医療機関では

医師の高齢化や後継者の不足などから、今後の在宅当番医制維持について懸念されて

います。 

○　二次救急医療については、遠軽厚生病院と広域紋別病院が中心となって二次救急医

療体制の提供に取り組んでいますが、初期救急を二次救急医療機関が担う状況もあり、

住民の大病院・専門医志向などを背景に二次救急病院勤務医への負担が増大している

状況です。このため今後も二次救急医療機関の連携に留まらず、限られた医療機能を

十分に活用するため、初期・二次救急医療機関の役割分担と連携体制の強化が求めら

れています。 

 

 

 

　＊１　北海道救急医療・広域災害情報システム：医療機関、消防機関、救急医療情報案内センターをコンピュータネットワークで
 結び、休日、夜間の救急医療対応医療機関情報の道民への提供や、消防機関・医療機関における救急対応に必要な情報収集・

 提供等を行うシステムのこと。 
　＊２　ＡＥＤ（自動体外式除細動器）：Automated External Defibrillatorの略。心室細動等による心停止者に対し、必要な場

にのみ心臓に電気ショック（除細動）を実施することができる機器で、平成16年７月から一般市民が使用できるようになっ
た。 

救　急　自　動　車  道北ドクターヘリ搬送件数(令和５年)

 紋別地区消防組合  １０台（うち高規格救急車９台） ５件（うち圏域外　５件）

 遠軽地区広域組合  　７台（うち高規格救急車７台） ３件（うち圏域外　１件）
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イ　三次救急医療体制の充実 

○　遠紋圏域には三次救急医療機関が無いことから、救命救急センターとして指定され

ている北見赤十字病院との連携が重要であり、また、迅速な搬送体制を整備すること

が必要です。 

 

ウ　救急搬送体制の充実 

○　ドクターヘリの効果的な運用と、迅速な救急搬送体制の確立が必要です。 

○　消防機関と医療機関との連携のもと、救急搬送途上等における救急医療の質の向上

を図るため、メディカルコントロールに基づく病院前救護体制＊１の一層の充実を図る

ことが必要です。 

○　救急車による管外直接搬送中の救急出動体制を維持する必要があります。 

 

エ　住民への情報提供や普及啓発 

○  救急医療に関する知識を広く住民に提供するために、引き続き、北海道救急医療・

広域災害情報システムの充実やＡＥＤの使用方法を含む救急法等講習会を開催する必

要があります。 

　　○  休日、夜間等における初期救急、二次救急の役割分担の説明や、救急車の適切な利

用などについて、改めて周知徹底が求められています。 

 

（３）必要な医療機能 

ア　初期から三次に至る救急医療体制の充実 

○　重症度・緊急度に応じた医療が提供されるよう、初期から二次救急、更には他圏域

の三次救急医療機関との連携を密にし、医療提供体制の充実を図るとともに、救急医

療機関の負担軽減や病床確保を図るため、医療機関の役割、機能に応じた連携体制の

構築が必要です。 

 

イ　病院前救護及び救急搬送体制の充実 

○　ＡＥＤの使用方法を含む救急法等の住民への普及に加え、三次救急医療機関や高度

専門医療機関など、他圏域にある医療機関への迅速な搬送が行えるようヘリコプター

等の活用や脳卒中、心大血管疾患患者の搬送ルールによる直接搬送など、効率的、効

果的な救急搬送体制の整備を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１　メディカルコントロールに基づく病院前救護体制：傷病者の救命率の向上や合併症の発生率の低下等の予後の向上を目的

に、救急現場から医療機関に搬送されるまでの間に、医師の指示または指導・助言の下に救急救命士等が気管挿管等の医療
行為を実施すること。 
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（４）数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

ア　初期救急医療体制の充実 

　　○　市町村による初期救急医療の確保に努めます。 

　　○　在宅当番医制の実施や休日夜間の医療体制の維持及び参加医療機関の負担を軽減す

　　　るため、住民に対し適正な受診に関する啓発を促進するとともに、二次・三次救急医

　　　療機関との連携を強化します。 

 

イ　二次救急医療体制の充実 

○　遠紋圏域における重症患者の救急医療を２４時間３６５日体制で実施します。 

　○　二次救急医療の確保に努めるとともに、初期・二次医療機関の役割分担の明確化の

ため、医療機関、消防機関等の関係機関の連携を一層推進し、二次救急医療体制の充

実を進めます。 

 

ウ　三次救急医療体制の充実 

　  ○  救命救急センターとして指定されている北見赤十字病院との連携を強化します。 

 

エ　救急搬送体制の充実 

  　○　ドクターヘリの効果的な運用を図るとともに、医療機関や消防機関、医師会等関係

機関が連携を一層推進します。 

圏域値 全道値

100 100 100 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和5年4月現在）

1 21 21 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和5年4月現在）

1 6 6 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和5年4月現在）

圏域運航圏 全道運航圏
全道運航圏

を維持
現状維持

北海道保健福祉部調査
（令和5年4月現在）

1 5 21 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和5年4月現在）

10.2 12.8 全国平均以下
全国平均以下

を維持
(R3：13.1)

北海道総務部
「令和4年消防年報」

(令和3年救急救助年報)

－ 13.7 全国平均以上
全国平均以上

を維持
(R3：11.1)

救急・救助の現状
［消防庁］

（令和４年度版）

－ 8.2 全国平均以上
全国平均以上

を維持
(R3：6.9)

救急・救助の現状
［消防庁］

（令和４年度版）

現状値の出典（年次）

心原性でかつ一般市民により
心肺機能停止の時点が目撃さ
れた症例の1ヶ月後社会復帰率
（％）

病院群輪番制の実施第二次医
療圏数（医療圏）

救命救急センターの整備第三
次医療圏数（医療圏）

ドクターヘリの運航圏の維持
（運航圏）

救急法等講習会の実施第二次
医療圏数（医療圏）

救急自動車による搬送時間が1
時間以上の救急患者割合
（％）

心原性でかつ一般市民により
心肺機能停止の時点が目撃さ
れた症例の1ヶ月後生存率
（％）

在宅当番医制等初期救急医療
の確保市町村割合（％）

指標名（単位）
現状値 目標値

（R11）
目標数値の

考え方
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    ○　メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の充実を図ります。 

 

オ　住民への情報提供や普及啓発 

　　○　北海道救急医療・広域災害情報システムの住民への周知を図り、救急医療に関する

必要な情報提供を行います。 

　　○　ＡＥＤの整備促進や救急法等講習会を開催するなど普及啓発に努めます。 

○　医師会や消防機関などと連携し、救急医療機関や救急車の適切な利用に関する普及

啓発に努めます。 

 

（６）救急医療を担う医療機関 

ア　初期救急医療機関 

　　　（医療機関の公表基準） 

　　　　休日・夜間における比較的軽症な救急患者の医療を確保するため、在宅当番医療を

実施する市町村（郡市区医師会）並びに市町村が設置する休日夜間急病センター 

 

　　　               　　    　               　　       　　　　　　　　　　　　（令和６年4月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ　二次救急医療機関 

　　　（医療機関の公表基準） 

　　救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当する医療機関として「救急病院

等を定める省令（昭和39年厚生省令第8号）」に基づき北海道知事が認定した救急告

示医療機関及び休日・夜間に入院を要する重症救急患者に対応する救急医療機関とし

て病院群輪番制に参加する医療機関 

 

                                                            　   （令和６年４月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村名 参加医療機関名

遠軽町 ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院（病院群輪番制参加病院）

湧別町 医療法人社団耕仁会曽我病院

紋別市 広域紋別病院、医療法人社団耕仁会曽我クリニック

興部町 興部町国民健康保険病院

雄武町 雄武町国民健康保険病院

救急告示
医療機関

休日夜間急病センター紋別市休日夜間急病センター　（内科・外科）

                            《参加医療機関》

ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院、医療法人縁紡会遠軽共
立医院、みずしま内科クリニック、瀧本皮膚科クリニッ
ク、はやかわクリニック、医療法人社団耕仁会曽我病
院、コスモスクリニック

在宅当番医制の実施
（遠軽医師会）
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ウ　救命救急センター 

　　　（医療機関の公表基準） 

　原則、重症及び複数の診療科領域にわたるすべての重篤な救急患者を24時間体制で

受け入れる三次救急医療機関として北海道知事が指定した救命救急センター 

                                                                （令和５年１０月現在） 

 

 

 

 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○　夜間や休日等に、急に歯科疾患が発症した場合に対応するため、北見歯科医師会が

実施する歯科診療所の輪番制等により、休日救急歯科医療の確保に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○　休日・夜間における医療機関の診療体制など、地域の実情に合わせ、薬局が相互に

連携し、休日・夜間における調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品等の供給体制の

充実に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

    ○　救命救急医療機関等から退院する患者に対して、救急医療機関及び主治医との連携

　　　の下、治療の継続を支援します。 

    〇　在宅療養者の急変時に適切に対応できるよう、緊急時の連絡体制等について、本人

　　　・家族、主治医、救急隊員等との情報共有、連携に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三次医療圏 二次医療圏 病院名
救命救急センター

運営病床数
指定年月日

オホーツク 北網 北見赤十字病院 ３２床 平成４年４月１日
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７　災害医療体制 

（１）現状 

○　遠紋圏域では、平成18年11月に佐呂間町において発生した竜巻の襲来、平成25年

3月に管内全域を襲った暴風雪、平成30年９月に発生した北海道胆振東部地震による

ブラックアウト、令和４年12月に西紋別地域を中心とした雪害による大規模停電など

人的、物理的に甚大な被害をもたらす自然災害の発生が近年続いています。 

　また、災害には自然災害のほか、原子力発電所等による原子力災害、テロ、鉄道・

航空機事故といった人為災害に至るまで様々な種類があり、そのような様々な災害発

生に備え、「北海道地域防災計画」の「医療救護計画」において道・市町村・医療機

関等が取り組む医療救護活動を定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「北海道地域防災計画」の「医療救護計画」の主な内容】

○　医療救護活動の実施

１ 北海道の役割　　　　 ・救護所の設置

 　               　    　　   ・北海道救急医療・広域災害情報システムによる情報収集 

 　                 　     　   ・救護班、災害派遣医療チーム（DMAT＊１）の派遣要請

 　                　    　　  ・災害派遣精神医療チーム（DＰAT＊２）の派遣要請

２ 市町村の役割 　　  　 ・救護班の編成 

 　                 　 　　    ・保健師等による保健指導及び栄養指導

３ 災害拠点病院＊３の役割 ・救護班、DMATの派遣

             　     　　　      ・医療救護活動

　　　　　　　　　　 　  ・被災患者収容

　　　　　　　　　　　　・医療品・医療材料等の貸出

４ 協力機関等の役割　  　・救護班派遣

  　　　　　　　　　　　 ・医療救護活動

○　輸送体制の確保

　◆救護班及びＤＭATの移動手段や重症患者等の搬送について必要に応じ、ヘリコプター

　輸送（道防災航空室・自衛隊等）を確保

○　医薬品等の確保

　◆北海道　　　・・・救護所や避難所等への災害時備蓄医薬品等の供給

　◆災害拠点病院・・・水、食料、医薬品、医療資機材等の備蓄

○　広域的な医療活動の調整

　◆北海道　　　・・・必要に応じ、国や他都府県へ医療救護活動の応援要請及び受入調整

＊１　DMAT：Disaster Medical Assistance Teamの略、大地震及び航空機、列車事故といった災害時に迅速に駆けつけ、救急治療を行うため

 　　の専門的な訓練を受けた医療チーム。　　

＊２　DPAT：Disaster Psychiatric Assitance Teamの略、都道府県と政令指定都市が、被災地に継続して派遣する災害派遣精神医療チーム

＊３　災害拠点病院：災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度な診療機能や広域搬送への対応機能や医療救護班の派遣機能など

　　を有し、災害時に必要な医療支援を行うための拠点施設のこと。第二次医療圏ごとに整備される「地域災害拠点病院」と、更にそれらの機能を

　　強化し、災害医療に関して中心的な役割を果たす「基幹災害拠点病院」（各都道府県に1か所）に分けられる。　　

独立行政法人国立病院機構本部北海道東北ブロック事務所、独立行政法人労働者安全

福祉機構、日本赤十字社北海道支部、その他公的医療機関の開設者、北海道医師会、

北海道歯科医師会、北海道薬剤師会、北海道看護協会、北海道柔道整復師会
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○　道では、災害時における医療の確保及び搬送体制の整備を図ることを目的に、平成8

年度以降、災害拠点病院の整備を進め、これまでに基幹災害拠点病院を1か所（札幌医

科大学附属病院）、地域災害拠点病院を33か所指定（令和５年４月現在）しており、

遠紋圏域では、広域紋別病院とＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院が指定を受けています。 

また、北海道ＤＭAT指定医療機関は全道で37か所が指定（令和５年４月現在）を

受けており、当圏域では、広域紋別病院とＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院が指定を受

けています。 

○　平成25年3月にオホーツク圏域の災害拠点病院（北見赤十字病院・ＪＡ北海道厚生

連網走厚生病院・広域紋別病院・ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院）において、「オホ

ーツク圏災害拠点病院の災害時における相互支援に関する協定」が締結され、災害時

に被災した災害拠点病院で十分な患者の応急措置が困難となる場合に、協定病院相互

に連携・協力を行い、要請の有無に関わらず、医療資材の提供や医療従事者の派遣、

重症患者の移送などの支援を行うなど災害対応に向けた協力体制が維持されています。 

    ○　災害時に医療機関の状況を把握する手段である広域災害・救急医療情報システム（E

　　　MIS＊１)について、全ての病院で整備し、これを活用した訓練による迅速な情報共有意

　　　識の醸成に取り組んでいます。 

 

（２）課題 

ア　災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化 

○　災害時における医療については、災害の種類や規模に応じて医療資源を有効に活用

する必要があるとともに、平時から、災害対策に資する関係機関等の連携体制を構築

しておく必要があります。 

また、高齢化の進行とともに、高齢者等の災害弱者の割合が増加することが見込ま

れ、救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が重要となります。 

 

イ　災害拠点病院の強化 

○　様々な災害発生に備え災害拠点病院では、施設の耐震化、広域災害・救急医療情報

システム（EMIS）による情報発信、食料、飲料水等の備蓄、DMAT等の医療チームを

受け入れる体制の整備が必要です。 

 

ウ　災害派遣医療チーム（DMAT）の整備 

○　大規模又は広域的な災害時における医療活動にはDMATが必要となることから、D

MATの養成及び技能の維持等について継続的に取り組む必要があります。 

 

（３）必要な医療機能 

○　災害急性期（発災後48時間以内）において必要な体制を確保するとともに、急性期

を脱した後も、避難所等での健康保持体制を確保するためには、日本赤十字社や医師

会（JMAT＊２等）など協力機関との連携を図ることが必要です。 

 

　ア　災害拠点病院の体制確保 

○　災害拠点病院においては、高度の診療機能、ヘリポートの整備による傷病者の受け 

      入れ、広域搬送体制の強化、十分な応急資器材の確保等が必要です。　　　　　　　 

 ＊１　ＥＭＩＳ：Emergency Medical Information Systemの略。 

 ＊２　JMAT：Japan Medical Association Teamの略。主に災害急性期以降における避難所・救護所等での医療や健 
　　  康管理、被災地の病院・診療所への支援を行う日本医師会災害医療チーム。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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 イ　災害派遣医療チーム（DMAT）の体制確保 
○　ＤＭＡＴにおいては、災害の急性期に専門的な訓練を受けた医師や看護師等を災害

現場に派遣し、迅速な応急処置等を行うことができる機能が必要です。 

 

（４）数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

〇　地域の医療資源に即した災害時に必要な災害医療体制の確保に努めます。 

 

ア　災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化 

○　災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度の診療機能を確保し、被

災地からの患者の受け入れや広域搬送に係る対応を行い、医薬品・医療材料等を供給

するとともに、応急用資材の貸出等により地域の医療機関を支援します。 

また、道の要請に基づき救護班、DMATを派遣し、医療救護活動を行います。 

○　被災者のニーズ等に的確に対応したメンタルヘルスケアを含む健康管理を行うため、

保健師、栄養士等による保健指導及び栄養指導を実施します。 

○　「オホーツク圏災害拠点病院の災害時における相互支援に関する協定」を締結した

災害拠点病院間の連携強化が図られるよう必要な支援や情報提供を行います。 

 

イ　災害拠点病院の強化 

○　災害拠点病院である、広域紋別病院、JA北海道厚生連遠軽厚生病院の体制整備とと

もに、防災マニュアルの見直しや業務継続計画（BCP）の策定を促進します。 

○　災害拠点病院における定期的な訓練や各種研修等への受講を促し、体制の強化に努

めます。 

 

圏域値 全道値

1 21 21 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和5年7月現在）

1 21 21 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和5年7月現在）

100 97 100 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和5年7月現在）

100 73 100 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和5年7月現在）

－ 60 60 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和5年7月現在）

－ 19 19 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和5年7月現在）

42.9 40 100 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和5年7月現在）

14.3 32 100 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和5年7月現在）

北海道DMAT指定医療機関整
備第二次医療圏数（医療圏）

災害拠点病院における耐震化
整備率（％）

ＥＭＩＳ操作を含む研修・訓
練を実施している病院の割合
（％）

病院におけるＥＭＩＳ施設情
報（必要電力量／日）の入力
率（％）

指標名（単位）

災害拠点病院における浸水等
対策率（％）

災害医療コーディネーター任
命数

災害時小児周産期リエゾン任
命数

現状値 目標値
(R11)

目標数値の
考え方

現状値の出典（年次）

災害拠点病院整備第二次医療
圏数（医療圏）
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ウ　災害派遣医療チーム（DMAT）の整備 

○　災害拠点病院に対して、必要となる研修の受講や人員、装備などの体制整備が進む

よう支援・協力を行い、DMATの整備を推進します。 

 

エ　広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の整備 

○　災害時に医療機関の状況を把握する手段である、EMISへの登録を医療機関に普及さ

せるとともに、入力訓練を適宜行い、災害時における円滑な運用ができるよう努めます。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

　　　【地域災害拠点病院（２施設）】 

 

 

 

 

 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○　災害発生後には、義歯紛失等による摂食嚥下障害、咀嚼障害を有する被災者へ

の歯科医療提供や、高齢者の口腔機能の低下による誤嚥性肺炎予防のために、地

域の歯科医師会を中心として、病院歯科、歯科衛生士会、歯科技工士会等が連携

し、歯科救護所の開設・運営、もしくは避難者や仮設住宅等への巡回歯科診療、

巡回口腔ケア等の支援に努めます。 

○　口腔内所見による災害犠牲者身元確認作業及び身元確認の有力な手掛かりとな

るカルテ等診療情報の提供等の支援に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○　災害発生時の医療救護活動においては、医療救護チームの医師が被災者の治療等を
行う上で、薬の選択や調剤、服薬指導を行う薬剤師が不可欠であることから、薬局の

薬剤師を派遣するため、北見薬剤師会の協力を得て、派遣体制の確保に努めます。 

○　災害時においては、救護所等において、医薬品や衛生材料等の需給状況の把握や支

援医薬品の仕分け・管理などが適切に実施できる体制づくりを進めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

　　○　訪問看護ステーション利用者は、災害時における高齢者や障がい者等の要配慮者が

　　　多いため、各利用者ごとの災害時支援計画を作成し、関係機構との役割分担を決める

　　　など平時からの対策を進めます。 

 

 

 

 

 

 

第二次医療圏 指定病院名 指定年月日

 広域紋別病院（旧道立紋別病院） 平成9年12月25日

 JA北海道厚生連遠軽厚生病院 平成23年11月1日
遠　　紋
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 ８  新興感染症発生・まん延時における医療体制 

　 

 （１）現状 

　　　 本節における現状及び課題は、国の基本方針に基づき、新型コロナウイルス感染症の

     対応について記載しており、令和６年３月までの状況を記載しています。 

 

　 ア　医療提供体制の確保 

　   ○  令和２年１月の新型コロナウイルス感染症の発生当初、患者は原則、「感染症の予

       及防び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下、「感染症法」という。）に

       基づく第一種・第二種感染症指定医療機関 
*１（以下「感染症指定医療機関」とい

　　　 う。）の感染症病床に入院させるとの国の方針により、道においては、９４床の感染

　　　 症病床で対応するとともに、患者数の増加を踏まえ、関係団体等を通じて患者対応へ

　　　 の協力を依頼し、入院医療体制の確保に努めました。 

　　 ○　令和２年７月に策定した「病床確保計画」*２では、感染のピークに至るまでの間

       を段階的にフェーズで区切り、フェーズごとに確保病床数を設定することが求められ

       たため、道では３段階のフェーズを設定し、原則として第三次医療圏ごとにフェーズ

       の移行を行うこととしました。同計画に基づく最大確保病床数（第３フェーズの確保

       病床数）は、令和２年８月１日時点で1,767床、５類移行前の令和５年５月７日時点

       で2,410床、令和５年９月29日時点では、2,006床を確保しました。 

　　　   なお、令和６年４月からの通常医療提供体制への段階的な移行に向け、令和５年 

　　　 10月以降については、感染拡大期における重症患者や中等症患者等に対象を重点化

       した上で、病床を確することとし、531床を確保しました。 

　　 ○　外来医療では、令和２年２月に第二次医療圏ごとに帰国者・接触者外来*３を設置

       するとともに、同年11月からは、季節性インフルエンザの流行期に多数の発熱患者 

       が発生することを想定し、医療機関の協力の下、657か所の診療・検査医療機関*４

       を指定、令和５年５月７日時点で1,171か所、令和５年５月８日以降は、外来対応医

       療機関として指定し、令和６年３月11日時点では、1,454か所を確保しました。 

 

　 イ　人材の確保及び資質の向上 

　   ○　感染拡大等により医療機関においても集団感染事例が発生し、支援が必要な施設に

       対し、関係団体や医療機関の協力の下、医療チーム（医師、看護師、事務職員等で編

       成）の派遣や、看護職員の派遣を行いました。 

　    

*１ 第１種・第二種感染症指定医療機関：感染症法第38条第２項に基づき都道府県知事が指定した病院 

*２ 病床確保計画：国の方針に基づき新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の段階に応じて病床等を確保するために都道　 

  府県が定める計画 

*３ 帰国者・接触者外来：新型コロナウイルス感染症の疑い例を診察する医療機関 

*４ 診療・検査医療機関：新型コロナウイルス感染症発熱患者等の診療又は検査可能な医療機関として都道府県が指定した　 

  医療機関 
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     ○　病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見を踏まえ

       た施設内感染に関する情報や研究の成果に関する情報提供を行ったほか、防護具の着

       脱訓練や病原体等の包装責任者養成等の講習会・研修を実施しました。 

 

　    【新型コロナウイルス感染症の新規感染者数（７日間合計）】 

                                                             （単位　人） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 （２）課題 

 　ア　医療提供体制の確保 

　　 ○　新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関のみでは医療提供が困

       難となることが想定されることから、感染症指定医療機関以外の医療機関等において

       も、病床確保のほか、発熱外来や後方支援、自宅療養者等への医療の提供など、医療

       提供体制を確保することが必要です。 

　   ○　医療用マスク等の個人防護具については、医療現場において不足することがないよ

       う、平時から、個人防護具の確保に取り組むことが必要です。 

 

　 イ　人材の確保及び資質の向上 

　　 ○　新たな感染症危機に備え、遠紋圏域の医療機関と医療人材の応援体制について協議

　　　 を進め、平時から人材確保を進めることが必要です。 

　　 ○　感染症対応を行う医療従事者等への新興感染症の発生を想定した必要な研修・訓練

　　　 を実施するなど、平時から、新興感染症に係る対応能力を高めることが必要です。 

 

 （３）必要な医療機能 

　   ○　新興感染症の発生時には、感染症指定医療機関の感染症病床により対応します。 

　   ○　流行初期（概ね３か月程度）には、感染症指定医療機関による引き続きの対応とと

       もに、流行初期医療確保措置*１の対象となる医療措置協定*２を締結した医療機関等

       による対応ができる体制の整備が必要です。 

 *１  流行初期医療確保措置：感染症法第36条の９に基づき流行初期の感染症医療の提供により影響を受ける診療報酬収入　

     への補填措置。 

 *２ 医療措置協定：感染症法第36条の３第１項に基づき新興感染症の患者等に対する必要な医療の提供などについて、都   

    道府県知事と医療機関の管理者との間で締結する協定。 
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     ○　流行初期の経過後は、医療措置協定を締結した公的医療機関等（公的医療機関等以

       外の新興感染症に対応することができる医療機関を含む。）も含めて対応し、その後、

       順次速やかに、医療措置協定を締結した全ての医療機関による対応ができる体制の整

       備が必要です。 

 

  　（発熱外来） 

　　　病床確保と同様に、流行の状況に応じ、流行初期医療確保措置の対象となる医療措置

　　協定を締結した医療機関、公的医療機関等が対応し、その後、医療措置協定を締結した

　　全ての医療機関に順次拡大する対応が必要です。 

 

  　（自宅療養者等への医療の提供） 

　　　医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、速やかに自宅療養者等への医

　　療等を提供できる体制の整備が必要です。 

 

  　（後方支援） 

　　　医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、病床確保を担う医療機関に代

　　わって患者を受け入れる体制の整備が必要です。 

 

  　（医療人材派遣） 

　　　新興感染症が発生した際に、感染症医療担当従事者等を他の医療機関、宿泊施設及び

　　高齢者施設等に派遣できるよう、医療人材の応援体制の整備が必要です。 

 

 （４）数値目標 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標区分 指標名（単位） 目標値 目標値の考え方

病床数（床） 5
新型コロナ発生約１年後（2020年12月）の入院患者数
等を目安とする。

発熱外来機関数（機関） 1
新型コロナ発生約１年後（2020年12月）の入院患者数
等を目安とする。

病床数（床） 23
新型コロナ対応で確保した最大の体制（2022年12月）
の入院患者数等を目安とする。

発熱外来機関数（機関） 6
新型コロナ対応で確保した最大の体制（2022年12月）
を目安とする。

自宅療養者等への医療提供機関数＜病院・
診療所・訪問看護事業所＞（機関）

12

自宅療養者等への医療提供機関数＜薬局＞
（機関）

21

後方支援を行う医療機関数（機関） 1
新型コロナ対応で確保した最大の体制（後方支援を行
う医療機関数）を目安とする。

個人防護具を２ヶ月分以上確保している協
定締結医療機関の割合（％）

80
協定を締結した病院、診療所、訪問看護事業所の８割
以上が個人防護具の使用量２か月分以上を備蓄

研修等を年１回以上実施等している協定締
結医療機関の割合（％）

100 協定を締結した全医療機関で実施

体制整備
(流行初期)

新型コロナ対応で確保した最大の体制（自宅療養者等
への医療提供機関数）を目安とする。

実施件数等

体制整備
(流行初期
期間経過後)
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（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

　 ア  医療提供体制の確保 

　 　（医療機能の確保） 

　   ○　新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が

       提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時

       から計画的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感

       染症以外に対応する医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

 

  　 （個人防護具の備蓄） 

　   ○　新興感染症のパンデミック時に備え、診療等の際に用いる個人防護具が不足しない

       よう、医療措置協定の締結などを通じて、医療機関における個人防護具の備蓄の促進

       に努めます。 

 

 　  （適切な感染対策） 

　   ○　病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見や医療機

       関における実際の対応事例を踏まえた施設内感染対策に関する情報や研究の成果及び

　　　 講習会・研修に関する情報提供や、活用の促進に努めます。 

　　 ○　感染拡大のおそれがある感染症への対応を適確に行うため、衛生研究所や感染症指

　　　 定医療機関等と緊密に連携し、当該感染症に係る情報の収集・分析、対応方針の共有

　　　 に努めます。 

 

　 イ　人材の確保及び資質の向上 

　　 ○　感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と平時に医療措置協定を締結するなど、

　　　 医療人材の応援体制の整備に努めます。 

　　 ○　新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施や、こうした研修会等への参加の促

　　　 進など、感染症対応を行う医療従事者や関係職員等の資質の向上に努めます。 

 

（６） 医療機関等の具体的名称 

　ア　第一種感染症指定医療機関                                    令和５年12月現在 

 

　

イ　第二種感染症指定医療機関                                    令和５年12月現在 

 

 

 

　

ウ　医療措置協定締結医療機関 

　　  感染症法に基づき知事が指定する医療措置協定締結医療機関については、最新の情報

    を公表する必要があるため、道のホームページ上で公表します。 

 

基準病床数 医療機関名 指定病床数

2 市立札幌病院 2

区　　　　　　　　　　　　　　域

北　　　海　　　道

第三次 第二次

2 広域紋別病院 2

2 JA北海道厚生連遠軽厚生病院 2
オホーツク 遠 紋

医　　　療　　　圏
基準病床数 医療機関名 指定病床数
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（７） 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

　　 病院歯科等は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者等において、口腔衛生及び口腔機

　 能の維持・管理を行うことが重要であることから、歯科衛生士も活用しながら、在宅歯科

　 医療や高齢者施設等との連携を含め、地域の実情を踏まえた歯科保健医療体制の充実に努

　 めます。 

 

（８） 薬局の役割 

　　 薬局は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者に対して、医療機関や訪問看護事業所等

　 と連携し、薬学的管理の下、訪問による患者への適切な服薬指導等を行うとともに、在宅

　 療養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給体制の確保に努めます。 

 

（９） 訪問看護事業所の役割 

　　 訪問看護事業所は、感染症発生・まん延時における在宅療養患者等に対して、医療処置

　 や療養生活の支援等の訪問看護サービスを安定して提供するために、訪問看護事業所間や

　 関係機関と平時から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新興感染症発生・まん延時における医療体制

海外１例目 国内１例目 公表 公表後3ヶ月程度 公表後6ヶ月を目途

協定締結医療機関
(公的医療機関を中心）

順次、医療措置協定を締結

した医療機関を含む全ての

医療機関

感染発生早期 流行初期 流行初期期間経過後

第一種・第二種感染症指定医療機関（感染症病床・外来等）

協定締結医療機関 (流行初期医療確保措置を有する）

第一種・第二種感染症指定医療機関 (医療措置協定確保病床・外来等）
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９　へき地医療体制 

 

（１）現状 

    ○　北海道では、平成18年度に「北海道へき地保健医療計画」を策定し、へき地医療支

　　　援機構、へき地医療拠点病院、へき地診療所などの体制を整備し、各機関相互間の連

　　　携を図るとともに、医師の確保や支援体制の整備などに取り組んできました。 

    ○　また、「北海道へき地保健医療計画」は、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体

　　　制について」（平成29年3月31日日医政地発0331第3号厚生労働省医政局地域医療

　　　計画課長通知の別紙）に基づき「医療計画（へき地医療体制）」と一体化し、医師確

　　　保対策や救急搬送体制の確保など、他事業とより一層の連携を図りながら、取り組む

　　　こととしております。 

○　遠紋圏域では、令和４年10月末現在で、無医地区が２町の４地区に354人が、

無医地区に準じる地区については５町の９地区に830人が居住しています。 

　　また、無歯科医地区は１町の２地区に１５１人、無歯科医地区に準じる地区につ

いては、５町の１０地区に1,033人が居住しています。 

 

【遠紋圏域の無（歯科）医地区等一覧】　                　 （令和４年10月31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○無（歯科）医地区　△準無（歯科）医地区  

＊北海道独自調査（令和４年） 

 

 

＜無医地区等の定義＞ 

 （無医地区） 

　・ 無医地区とは、医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点として、おおむね半径4㎞ 

　 の区域内に50人以上が居住している地区であって、かつ容易に医療機関を利用することのできない地   

　 区。 

 （無医地区に準じる地区） 

　・ 無医地区に準じる地区とは、無医地区には該当しないが、無医地区に準じた医療の確保が必要な地　

　 区と各都道府県知事が判断し、厚生労働大臣に協議し適当と認められた地区。 

　＊「無歯科医地区」「無歯科医地区に準じる地区」については、それぞれ「医療機関」を「歯科医療機　

　　関」に読み替える。

 

 

二次医療圏 保健所 市町村 無医地区等名 人口（人） 無医地区 無歯科医地区

栃木 66 ○ △

浪速・幌岩 137 ○ △

遠軽町 上支湧別 32 △ △

湧別町 上富美 19 △

三区 31 △ △

滝西 21 △ △

豊野 77 ○ ○

秋里 74 ○ ○

住吉 40 △ △

富丘 42 △ △

沢木 405 △ △

幌内 191 △ △

中雄武 49 △ △

興部町

雄武町

遠　紋 紋　別 佐呂間町

滝上町
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○　へき地診療所等は、一定の区域内に医療機関がない地域における医療を確保するこ 

　とを目的として、道、市町村、公的医療機関により設置・運営されています。 

○  遠紋圏域では、現在、診療を行っているへき地診療所は紋別市立上渚滑診療所、中

立牛診療所、クリニックさろま、北海道立白滝診療所、西興部厚生診療所、生田原診

療所、滝上町国民健康保険診療所の７か所があり、また、歯科の診療を行う過疎地域

等特定診療所は白滝歯科診療所、丸瀬布歯科診療所、西興部歯科診療所の３か所があ

ります。 

 

   ＜へき地診療所の設置基準＞

・　へき地診療所を設置しようとする場所を中心として、おおむね半径4㎞の区域内に他の

　医療機関がなく、その区域内の人口が原則として人口1,000人以上でありかつ、診療所の

　設置予定地から最寄り医療機関まで通常の交通機関を利用して30分以上要するものであ　

　ること。 

・　医療機関のない離島のうち、人口が原則として300人以上、1,000人未満の離島に設　

　置するものであること。

 

   ＜過疎地域等特定診療所の定義＞

・　特定診療所（眼科、耳鼻いんこう科、歯科）機能を有する医療機関がない市町村で、当

　該地域住民の特定診療科の医療を確保することを目的とした診療所。

 

○　道では、第一次から第三次に至る医療圏において、よりきめ細やかな保健医療サー

ビスの提供を図るため、その中核となる地方センター病院と地域センター病院の整備

を進め、平成15年4月に地域センター病院（25病院）の中から19病院を「へき地医

療拠点病院」として指定しています。 

○　遠紋圏域では、地域センター病院である広域紋別病院とＪＡ北海道厚生連遠軽厚

生病院がへき地医療拠点病院に指定され、へき地診療所への医師派遣や無医地区等

への巡回診療を実施しています。 

 

＜へき地医療拠点病院の無医地区等への主な事業内容＞ 

　　 医師派遣（令和５年度） 

 

 

 

 

  　 巡回診療（令和５年度） 

 

      

 

 

  

 

 

 

 

 

 

派遣件数

広域紋別病院 0件

ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院 0件

実施数（町村数、日数） 備　　考

広域紋別病院 ４町村、４８回２４日

西紋別地区４町村の「無医地
区」を対象として、「精神科巡
回診療」を年間４８回行うこと
で、無医地区における住民の医
療を確保する。

ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院 なし、0日 ※健康診断
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（２）課題 

ア　へき地における保健指導 

○　無医地区等住民の健康の保持・増進を図るため、住民の保健衛生状態を十分把握し、　

実情に応じた保健指導を行う必要があります。 

 

イ  へき地における診療の機能 

○　へき地診療所の体制を維持し、住民に身近な医療を確保する必要があります。 

○　へき地診療所、へき地医療拠点病院等の連携により、初期救急医療及び入院を要す

る救急医療に適切に対応できる体制の充実を図る必要があります。 

○　へき地診療所等において、専門的な医療や高度医療を必要とする場合に、病状や緊

急性に応じ、地域センター病院等へ紹介・搬送する体制を確保する必要があります。 

ウ　へき地の診療を支援する医療の機能 

○  へき地診療所等への医師派遣が行えるよう、へき地医療拠点病院等において、医師

を確保する必要があります。 

○　無医地区や無医地区に準ずる地区では公共交通機関の利便性が低く、また、公共交

通機関が通らない地区もあるため、通院のための交通手段を確保する必要があります。 

○  通信技術を応用した画像診断など、遠隔医療の実施に必要な機器等の整備に対し支

援を行い、医療機関のＩＣＴ活用を推進する必要があります。 

 

（３）必要な医療機能 

ア　へき地における保健指導の機能 

○　自治体と連携を図り、へき地における住民の保健衛生状態を十分把握し、地区の実

情に即した保健指導を提供することが必要です。 

 

イ　へき地における診療の機能 

○　無医地区等において、地域住民の医療を確保することが必要です。 

○　24時間365日対応できる体制を整備することが必要です。 

○　専門的な医療や高度医療を行う医療機関へ迅速に搬送する体制を整備することが必

要です。 

 

ウ　へき地の診療を支援する医療の機能 

○　診療支援機能の向上を図ることが必要です。 

 

（４）数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　 

圏域値 全道値

7 103 114 現状より増加
北海道保健福祉部調査

（令和５年3月31日末）

2 9 20
全へき地医療拠点
病院による実施

へき地医療現況調査
［厚生労働省］

（令和4年4月1日現在）

0 5 20
全へき地医療拠点
病院による実施

へき地医療現況調査
［厚生労働省］

（令和4年4月1日現在）

目標数値の
考え方

現状値の出典（年次）

へき地診療所数（か所）

巡回診療、医師派遣、代診
医派遣のいずれかを実施す
るへき地医療拠点病院数
（か所）

巡回診療、医師派遣、代診
医派遣の年間実績が合算で
12回以上のへき地医療拠
点病院数（か所）
（オンライン診療を活用し
て行った場合も含む）

指標名（単位）
現状値 目標値

(R11)
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（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

○　関係機関の相互連携により、適切な保健及び医療サービスが継続して実施される体

制の維持・構築に努めます。 

ア　へき地における保健指導 

○　市町村や各地域の基幹病院、へき地診療所等との連携の下に、住民の保健衛生状態

を十分把握し、計画的に地区の実情に即した保健指導を行います。 

 
イ　へき地における診療の機能 

○　へき地診療所等の施設・設備の整備費や運営費に対して支援を行います。 

○　道立診療所については、医師の確保に努めるとともに、地理的条件や地域の医療事

情を勘案しながら設置主体の変更などを進めます。 

○　自治医科大学卒業医師の派遣、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業等に

より、常勤医、代診医の確保を図ります。 

○　へき地医療拠点病院等が行う研修等を通じ、へき地診療所とへき地医療拠点病院と

の連携強化を推進します。 

 
ウ　へき地の診療を支援する医療の機能 

○　無医地区等への巡回診療、へき地診療所等への医師派遣、へき地医療従事者を対象

とした研修会の開催等、へき地医療拠点病院が行う事業・活動を支援します。 

○　市町村が患者輸送車等を整備する事業に対して支援し、搬送体制の整備に取り組

みます。 

○　医療の地域間格差の解消や医療の質及び信頼性の確保を図るため、へき地医療拠点

病院等が遠隔医療を実施するために必要な機器等の整備に対して支援を行います。 

○　北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業や特定非営利活動法人北海道病院協

会と連携して実施する緊急臨時的医師派遣事業等により、へき地の診療を支援する医

師の確保を図ります。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

ア　へき地診療所 

                                                                  　　（令和４年度） 

＊開院日数、平均外来患者数は医療情報ネットより 

 

へき地診療所 開設年月日 開院日数／週 平均外来患者数／日

紋別市立上渚滑診療所 平 成 21 年 3 月 31 日 ５日 15.0人

中立牛診療所 昭 和 46 年 12 月 1 日 １日  7.4人

クリニックさろま 平 成 26 年 4 月 1 日 ６日 109.5人

北海道立白滝診療所 昭 和 47 年 10 月 13 日 ５日  11.8人

西興部厚生診療所 平 成 2 年 2 月 13 日 ５日 17.1人

生田原診療所 昭 和 61 年 7 月 1 日 ５日 22.0人

滝上町国民健康保険診療所 令 和 3 年 4 月 1 日 ５日 59.1人
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イ　過疎地域等特定診療所 

                                                                    （令和４年度） 

＊開院日数、平均外来患者数は医療ネットより 

 

ウ　へき地医療拠点病院 

                                                 　（令和６年１月現在） 

 第三次医療圏 第二次医療圏      　へき地医療拠点病院

   広域紋別病院
 オホーツク 遠　　　紋 
 ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院
 
 
 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○　歯科医師確保が困難なへき地における歯科保健医療サービスの確保に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○　無薬局町村における医薬品や医療・衛生材料等の提供体制を確保するため、近

隣市町村の薬局による在宅医療などを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ＜医薬品販売業の定義＞ 

 

 

 

 

 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○　医療資源が限られるへき地において、地域の特性や生活状況を踏まえた適切な

ケアが提供されるよう努めます。 

過疎地域等特定診療所 開設年月日 開院日数／週 平均外来患者数／日

白滝歯科診療所 平 成 元 年 ３ 月 ７ 日 ２日 10.0人

丸瀬布歯科診療所 平 成 2 年 12 月 17 日 ４日 15.0人

西興部歯科診療所 平 成 2 年 2 月 13 日 ３日 5.0人

※店舗販売業　一般用医薬品を、店舗において販売し、又は授与する者
　特例販売業　当該地域における薬局及び医薬品販売業の普及が十分でない場合その
　　　　　　　他特に必要がある場合に、所在地の都道府県知事が、指定した品目を
　　　　　　　販売する者
　配置販売業　一般用医薬品を、業として配置により販売し、又は授与する者

店舗販売業者 特例販売業者 配置販売業者

紋別市 6 7 1 1

佐呂間町 1 1

遠軽町 7 4 1

湧別町 2 1 1

滝上町 1

興部町 1 1

西興部村 1

雄武町 2 3

医薬品販売業者
薬局市町村
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１０　周産期医療体制 

 

（１）現状 

○　遠紋圏域における出生数は、昭和５５年1,316人以降、全国及び全道と同様に年々

減少傾向にあり、令和３年は324人となっています。 

　令和３年における人口千人に対する出生率にあっては、5.2人となっており、全国値

（6.6人）、全道値（5.6人）を下回っています。 

○　遠紋圏域における低出生体重児（2,500g未満）の出生率（出生千対）は、昭和55

　　　年以降増加傾向にあり、近年は減少傾向に転じたものの、令和３年には95.7人となり、

　　　全国値（93.7人）、全道値（94.5人）をやや上回っています。 

　　○　令和２年における産婦人科医師数は、全道で325人となっていますが、遠紋圏域で

は、２名となっており、平成３０年から１名の減少となっています。 

　　○　道では、リスクの高い妊娠に対する医療や高度な新生児医療等の提供を図るため、第

三次医療圏ごとに総合周産期母子医療センターを6か所認定するとともに、周産期に係

る比較的高度な医療の提供を図るため、第二次医療圏ごとに地域周産期母子医療センター

ンターを30か所認定し、整備計画を推進しています。 

　　○　遠紋圏域において、第三次医療圏における総合周産期母子医療センターとして、

北見赤十字病院が認定されており、第二次医療圏における地域周産期母子医療セ

ンターとして、広域紋別病院及びＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院が認定されてい

ます。 

　　○　紋別保健所では、養育者支援保健・医療連携システムとして、精神的・肉体的

に最も支援を必要としている妊娠、出産期に対し、医療機関と地域保健機関が連

携し、支援を必要としている家庭を積極的に把握する体制を整備し、早期に適切

な支援に結びつけています。 

 

　　【北海道における年齢別・男女別産婦人科医師数】            　　 （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   　 　　

　 

 

 

 

 

  　　　＊ 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（令和２年） 

 

男性 構成比 女性 構成比

25～29歳 18 5 27.8% 13 72.2%

30～34歳 34 18 52.9% 16 47.1%

35～39歳 51 27 52.9% 24 47.1%

40～44歳 36 18 50.0% 18 50.0%

45～49歳 44 27 61.4% 17 38.6%

50～54歳 34 28 82.4% 6 17.6%

55～59歳 43 37 86.0% 6 14.0%

60～64歳 29 28 96.6% 1 3.4%

65～69歳 22 21 95.5% 1 4.5%

70～74歳 11 11 100.0% 0 0.0%

75歳以上 3 3 100.0% 0 0.0%

合　計 325 223 68.6% 102 31.4%

年齢別
分娩を取り扱う産婦人科医師数
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   【北海道における医師総数・産婦人科医師数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊ 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

（２）課題 

ア　総合周産期母子医療センターにおける産婦人科医師の確保 

○　総合周産期母子医療センターとしての機能の維持・充実を図るため、産婦人科

医師の優先的かつ重点的な確保を図ることが必要です。 

 

イ　保健・医療・福祉の連携体制の充実 

○　妊娠期・出産期における養育者に対する適切な支援や児童の病状等に応じた環

境での療養・療育に対する支援について、保健・医療・福祉サービスにおける相

互の連携した体制の充実、確保を図るための取組が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

○　産科医療機関相互の連携により対応する分娩のリスクに応じた医療提供体制の

構築に対する取組をはじめ、正常分娩等に対する安全な医療を提供するための体

制の確保や、周産期医療関連施設を退院した療養及び養育の支援を必要とする家

庭等に対する体制を確保することが必要です。 

○　正常分娩等に対し安全な医療を提供するための、周産期医療関連施設間の連携

が必要です。 

・　正常分娩（リスクの低い帝王切開術を含む。）や妊婦健診等を含めた分娩

前後の診療を安全に実施可能な体制を構築することが必要です。 

・　ハイリスク分娩や急変時には、地域周産期母子医療センター等に迅速な搬

送が可能な体制を構築することが必要です。 

○　総合周産期母子医療センターを中心とした周産期の救急対応が２４時間可能な

体制を確保することが必要です。 

○　新生児医療の提供が可能な体制を構築することが必要です。 

○　療養及び療育の支援を必要とする家庭等に対する医療、保健及び福祉サービス

が相互に連携した支援体制を構築することが必要です。 
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（４）数値目標等 

 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

○　地域周産期母子医療センターの産婦人科医師の複数配置など、安定的な確保が

図られるよう、関係者に対して働きかけを行います。 

○　総合周産期母子医療センターである北見赤十字病院と連携を図り、産科医療の

連携体制強化を図っていきます。 

○　養育者支援保健・医療連携システムにより、養育者に対する適切な支援を図る

とともに、産科医療に関する情報提供や相談機能の確保を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏域値 全道値

分娩を取り扱う医療機関数
（か所）

15-49
歳女性
10万人
当たり

2 7.6
全国平均以

上

全国平均以上
を維持

（R2：7.6）

北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

0 23.8
全国平均以

上

全国平均以上
を維持

（R2： 23.1）

北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

－ 4 6
第三次医療圏に

1か所
北海道指定
（令和５年４月現在）

2 21 21
第二次医療圏に

１か所
北海道指定
（令和５年４月現在）

0 2.3
全国平均以

下

全国平均以下
を維持

（R3：5.4）

救急搬送における医療機
関の受入れ状況等実態調
査
（令和３年）

新生児死亡率（千対） 出生数 － 1.2
全国平均以

下
現状より減少
（R4:0.8）

令和４年人口動態調査
［厚生労働省］

周産期死亡率（千対）

出生数＋
妊娠満
22週以
降の死産

－ 3.1
全国平均以

下

全国平均以下
を維持

（R4：3.3）

令和４年人口動態調査
［厚生労働省］

妊産婦死亡率（10万対）
出生数＋
死産数

－ 0.0
全国平均以

下

全国平均以下
を維持

（R4： 4.2）

令和４年人口動態調査
［厚生労働省］

母体・新生児搬送のうち現場滞在時
間が30分以上の件数(人口10万人当
たり件数）

産科・産婦人科を標ぼうする病院、
診療所の助産師外来開設割合（％）

総合周産期母子医療センター(指定)の
整備医療圏数（第三次医療圏）

地域周産期母子医療センター整備医
療圏数（第二次医療圏）

指標名（単位）
現状値 目標値

（R11）
目標数値の考え方 現状値の出典（年次）
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（６）医療機関等の具体的名称 

　　【周産期母子医療センター（3７施設）】　　　　　　　　　　　　　令和５年４月現在 

( 認 定 年 月 日 )

道 南 南 渡 島 1 函館中央病院 総合 【 平 成 20 年 2 月 22 日 】

2 市立函館病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

南 檜 山 3 北海道立江差病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

北 渡 島 檜 山 4 八雲総合病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

道 央 札 幌 5 市立札幌病院 総合 【 平 成 18 年 1 月 30 日 】

6 天使病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

7 独立行政法人地域医療機能推進機構北海道病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

8 ＮＴＴ東日本札幌病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

9 手稲渓仁会病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

10 北海道大学病院 地域 ( 平 成 23 年 3 月 30 日 )

11 札幌医科大学附属病院 地域 ( 平 成 23 年 3 月 30 日 )

12 北海道立子ども総合医療・療育センター 特定 ( 平 成 19 年 9 月 1 日 )

後 志 13 北海道社会事業協会小樽病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

南 空 知 14 岩見沢市立総合病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

中 空 知 15 滝川市立病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

16 砂川市立病院 地域 ( 平 成 16 年 12 月 13 日 )

北 空 知 17 深川市立病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

西 胆 振 18 日鋼記念病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

東 胆 振 19 苫小牧市立病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

20 王子総合病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

日 高 21 総合病院浦河赤十字病院 地域 ( 平 成 25 年 4 月 1 日 )

道 北 上 川 中 部 22 ＪＡ北海道厚生連旭川厚生病院 総合 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

23 旭川赤十字病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

24 旭川医科大学病院 地域 ( 平 成 23 年 3 月 30 日 )

上 川 北 部 25 名寄市立総合病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

富 良 野 26 北海道社会事業協会富良野病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

留 萌 27 留萌市立病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

宗 谷 28 市立稚内病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

オ ホ － ツ ク 北 網 29 北見赤十字病院 総合 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

30 ＪＡ北海道厚生連網走厚生病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

遠 紋 31 ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

32 広域紋別病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

十 勝 十 勝 33 ＪＡ北海道厚生連帯広厚生病院 総合 【 平 成 22 年 3 月 26 日 】

34 北海道社会事業協会帯広病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

釧 路 ･ 根 室 釧 路 35 釧路赤十字病院 総合 【 平 成 15 年 7 月 31 日 】

36 市立釧路総合病院 地域 ( 平 成 13 年 10 月 1 日 )

根 室 37 町立中標津病院 地域 ( 平 成 25 年 4 月 1 日 )

総合周産期母子医療センター　計　 ６ 施設 【指定４】(認定２)

地域周産期母子医療センター　計　 ３０ 施設（認定３０）

特定機能周産期母子医療センター １ 施設（認定１）

合　　　　　　　　　　　計 ３７ 施設　　　　 

】指 定 年 月 日第三次
医療圏

第二次
医療圏

医　療　機　関　名 区分
【
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（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○　妊娠は、ホルモン等の内分泌機能の生理的変化により、歯周病のリスクを高め

ることから、妊婦が歯科医療機関を受診した際は、妊娠週数に配慮し、適切な歯

科医療の提供に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○　妊婦等が医薬品を適切かつ安全に使用できるよう、薬局において、薬学的管理（薬

剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、妊婦等に対する適切

な服薬指導などに努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

　　○　周産期医療関連施設を退院した障がい児等が在宅で療養・療育できるよう医療機関

　　　などと連携し支援を行います。 

　　○　心身の疾病や障がいのある妊婦が不安なく妊娠期の生活や分娩ができるよう、医療

　　　機関や市町村等地域関係者と連携し支援を行います。 
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１１　小児医療体制（小児救急医療を含む） 

 

（１）　現　状 

    ○　令和５年４月１日時点で、小児科を標ぼうする病院の数は全道で142か所（平成　

　　　24年（161か所）に比べ11.8％減）、小児科を標ぼうする診療所の数は全道で56 

　　　1か所（平成24年（713か所）に比べ21.3％減）であり、そのうち病院の20.4％、

      診療所の38.9％が札幌圏に所在しています。（北海道保健福祉部調） 

○　道内の医師総数は近年増加傾向にありますが、小児医療を行う医師及び小児科の専

門医師は減少傾向にありましたが、令和２年には微増しました。遠紋圏域においても

全道と同様の傾向がみられます。 

○　遠紋圏域では、令和５年４月１日時点で、小児科を標榜する医療機関の数は病院で

４か所、診療所で9か所となっています。 

なお、当圏域では常勤の小児科専門医のいる医療機関はＪＡ北海道厚生連遠軽厚生

病院と広域紋別病院の2か所で、小児科の専門医療機関として当圏域の小児入院医療、

小児救急医療を担っています。 

 

【小児科医師数等の推移】               　                  　　　（単位：人） 

 

　　  

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　＊厚生労働省：医師・歯科医師・薬剤師調査 

 

　　○  道内における18歳未満の救急搬送数については、小児人口減少の影響もあって、

　　　平成24年の１万4,984人から令和３年の１万2,530人と減少傾向（16.4％減）に　

　　　あり、また、令和３年の全救急搬送数における軽症者の割合は42.4％であるのに対 

　　　し、18歳未満の救急搬送数における軽症者の割合は68.4％となっています。＊1＊２ 

　 ○　厚生労働省の調査＊３によると、小児救急患者の時間帯別の受診状況は、平日では夕

刻から準夜帯（18時から22時頃まで）にかけて増加傾向にあり、さらに、土日では

多くなっており、小児救急患者はいわゆる時間外受診が多いことが指摘されています。 

　　○　また、道が実施した「二次救急医療機関における救急患者受入実態調査」＊4　にお

　　　ける小児救急患者の時間外受診の状況を見ると、「特に軽症」と「軽症」の患者が数

　　　を占めています。 

平成２４年 平成２６年 平成２８年 平成３０年 令和２年

12,853 12,987 13,309 13,425 13,731

12,262 12,431 12,755 12,848 13,129

97 93 103 98 97

全　　道 1,011 1,001 917 896 909

遠　　紋 17 12 10 12 13

全　　道 634 642 639 631 648

遠　　紋 7 7 4 7 6

区分

全道医師総数

全　　道

遠　　紋

医療施設従事医師数

小児医療を行う医師数

小児科の専門医師数

＊１　北海道総務部「消防年報（救急救助年報）」及び消防庁「救急・救助の現況」 

＊２　北海道総務部「令和4年消防年報（令和３年救急救助年報）」 

＊3　厚生労働科学研究「小児救急医療における患者・家族ニーズへの対応策に関する研究」（主任研究者衛藤義勝）（平

　　成16年度） 

＊4  道保健福祉部調



- 78 -

　　○　このような小児救急における受療行動には少子化、核家族化や共働きなどの家庭環

　　　境の変化とともに、保護者等による専門医志向や病院志向が大きく影響していると指

　　　摘されています。 

○　道では、小児救急医療体制の整備に対する社会要請が強まっていることから、通常

の救急医療体制（６　救急医療体制　参照）によるほか、小児救急医療支援事業によ

り、小児二次救急医療の体制整備を図っています。 

　　遠紋圏域では、小児救急医療支援事業の参加病院として、また、北海道小児地域医

療センターとして、ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院が選定されています。 

 

【小児救急医療支援事業（平成11年～）】 

 

 

 

 

 

○　道内の内科医等を対象とした小児救急に関する研修への参加を促し、地域の小児救

急医療に係るネットワーク体制を補強します。 

 

 

 

 

 

 

　 

 

 

　　○　保護者の子育て不安の解消に資することやコンビニ受診を減少させる観点から小児

　　　救急電話相談事業を実施するとともに、救急医療情報を道民、医療機関、消防機関に

　　　提供する「北海道救急医療情報・広域災害情報システム」（６　救急医療体制参照）

　　　を運営するほか、救急法等講習会の実施など、救急医療についての啓発を行っていま

　　　す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

事 業 概 要  輪番制により休日・夜間の小児の二次救急医療を確保する。

対 象 圏 域  第二次医療圏単位（原則）～道内２１圏域

事 業 主 体  市町村長の要請を受けた病院

 〈北海道小児救急医療地域研修事業〉（平成17年度～）

  ○　実施機関　北海道医師会への事業委託

  ○　実施地区　第三次医療圏を基本に、全道8地区に区分し開催

  ○　対 象 者　在宅当番医制に参加する医師、行政関係者など

   （令和２年度の開催状況）　※新型コロナの影響で延期

 　・（オホーツク圏）　令和２年11月30日（月）　旭川市で開催

 医師が直接診察して治療を行うものではなく、
あくまでも電話による家庭での一般的対処など
に関する助言アドバイスを行うものです。

 毎日　午後7時から翌朝8時まで

 看護師1名（センター対応）、医師1名（自宅等待機）

利用に当たって
の

注　意　事　項

 ＜小児救急電話相談事業＞（平成16年度～）

夜間における子どもの急な病気やけがなどの際に、専任の看護士や医師が

 保護者等からの相談に対し、電話により助言を行っています。

電　話　相　談

 011－232－1599（いーこきゅうきゅう）

 ＊プッシュ回線の固定電話及び携帯電話からは

 短縮ダイヤル「♯8000番」も利用できます。

相　談　体　制
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（２）課題 

（小児医療体制等の確保） 

○　子どもを抱える家族に対する相談など、家族を支援する体制や、子どもの症状・状

態に応じた小児医療体制の確保が必要です。 

○　休日・夜間における軽症の患者の増加などにより、小児科勤務医が長時間にわたる

不規則な勤務を余儀なくされており、その改善が求められています。 

（小児高度専門医療や療養・療育支援体制の確保） 

○　小児疾患に対する高度・専門的な診断・治療を行う大学病院や北海道立子ども総

合医療・療育センター、オホーツク圏における三次救急医療機関である北見赤十字

病院などとの幅広い医療連携体制を確保していくことが必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

    （症状等に応じた医療機能や救急医療体制の充実） 

○　疾病や症状等に応じた医療が提供されるよう、一般の小児医療から高度・専門医療

及び初期救急医療から三次救急医療に至る体系的な医療提供体制の充実を図るととも

に、急性期を脱した患者を地域で受け入れられるよう、医療機関の機能に応じた連携

体制を構築することが必要です。 

 

（４）数値目標等 

　 

 

 

 

圏域値 全道値

6.67 16.3
全国平均以

上
現状より増加

（R2：18.6）

令和２年医師・歯科医
師・薬剤師統計
［厚生労働省］

－ 7 21 全圏域での実施
令和３年　NDB
［厚生労働省］

－ 8 21 全圏域での実施
令和３年　NDB
［厚生労働省］

1 20 21 全圏域での確保
北海道保健福祉部調べ
（令和５年４月現在）

1 20 21 全圏域での確保
北海道保健福祉部調べ
（令和４年４月現在）

－ 86.4
全国平均

以下
現状より減少

（R3： 86.0）

救急搬送における医療機
関の受入れ状況等実態調
査
（令和３年）

乳児死亡率（千対） 出生数 － 2.2
全国平均

以下
現状より減少
（R4： 1.8）

令和４年人口動態調査
［厚生労働省］

小児搬送のうち現場滞在時間が30分
以上の件数（人口10万人当たり件
数）

現状値 目標値
（R11）

目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

小児の訪問看護を実施している訪問
看護事業所のある第二次医療圏数
（医療圏）

小児の訪問診療を実施している医療
機関のある第二次医療圏数（医療
圏）

小児二次救急医療体制が確保されて
いる第二次医療圏数（医療圏）

北海道小児地域医療センター、北海
道小児地域支援病院による提供体制
が確保されている第二次医療圏数
（医療圏）

小児医療を行う医師数（小児人口１
万人対）（人）

指標名（単位）
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（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

ア　小児医療体制等の確保 

（相談支援体制等） 

○　小児救急電話相談事業や救急医療情報システムについて、住民に周知を図るととも

に、ＡＥＤの使用法を含む救急蘇生法等講習会の実施、適切な医療機関への受診など、

救急医療についての啓発に努めます。 

 

（小児医療の連携体制の構築） 

○　小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供されることが望ましい

ことから、一次医療を担う病院、診療所の維持や確保に努めます。 

○　二次医療を担う病院における小児科医師の勤務環境の改善を図るため、院内におけ

る内科医師等の応援体制の確保を促進するほか、地域の開業医やプライマリ・ケア

（総合診療）医、関係機関との幅広い連携体制の構築に努めます。 

 

（小児救急医療体制の確保等） 

○　救急医療体制全般において、小児救急医療を引き続き確保するほか、入院を要する

小児救急患者については、２４時間365日体制で実施するとともに、搬送体制の確保

を図ります。 

○　二次救急医療機関における小児科専門医師の負担軽減を図るため、内科医師等の

小児救急医療地域研修事業への参加を促します。 

 

（小児専門医療及び入院小児救急医療体制） 

○　第二次医療圏ごとに整備する小児医療の中核的な医療機関として、遠紋圏域では、

 「北海道小児地域医療センター」には、JA北海道厚生連遠軽厚生病院を、また、「 

  北海道小児地域支援病院」には、広域紋別病院を選定していますが、専門医療及び入

院を要する小児患者に対応する小児救急医療の提供体制や搬送体制の充実に努め

ます。 

 

  北海道小児地域医療センター及び北海道小児地域支援病院の選定基準  

 ＜北海道小児地域医療センターの選定基準＞          

  　①　一定数以上の小児科の常勤医師が勤務していること 

  　②　小児科の入院医療を提供していること 

　　③　小児二次救急医療を担っていること 

  　④　NICUを整備していること 

 ＜北海道小児地域支援病院の選定基準＞              

     次の要件のいずれかを満たす医療機関 

 （要件１）　北海道小児地域医療センターの選定基準のうち、①及び②を満たし、小児二次 

            救急医療を担っている医療機関又は救急告示医療機関であり、かつ、分娩を行っ 

            ている病院 

（要件２）  北海道小児地域医療センターの未整備圏域において、以下のア～ウを満たす病院 

  　　　　　　　ア　小児科の常勤医師が勤務していること 

  　　　　　　　イ　小児科の入院医療を提供していること 

  　　　　　　　ウ  小児二次救急医療等を担っていること 
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（６）医療機関等の具体的名称 

ア　小児救急医療支援事業参加病院 

 

 

 

 

イ　北海道小児地域医療センター及び北海道小児地域支援病院 

 

 

 

 

 

 

 

ウ　小児科標ぼう医療機関（令和5年４月１日現在） 

    【 病　院 】 

 

 

 

 

 

 

      

      【 診 療 所 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

○　子どもの発達障がい等に対する支援として、できるだけ身近なところで適切な

歯科保健医療サービスを受けられるよう、障がい者歯科医療協力医の確保に努め

ます。 

 

（８）薬局の役割 

○　子どもを持つ家族からの相談に対応するため、「健康サポート薬局」等、かかりつ

　　　け薬局・薬剤師を普及するとともに、地域の薬局が相互に連携し、休日や平日の診療

　　　時間外における調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品や衛生材料等の供給体制の充

　　　実に努めます。 

 

第三次医療圏 第二次医療圏
支援事業
開始時期

病　　　院　　　名

オホーツク 遠　 紋 H22.4～ JA北海道厚生連遠軽厚生病院

第三次医療圏 第二次医療圏 病　　　院　　　名

 ＜北海道小児地域医療センター＞
　　JA北海道厚生連遠軽厚生病院

 ＜北海道小児地域支援病院＞
　　広域紋別病院

オホーツク 遠　 紋

診療所名 市町村名

武田医院 紋別市
紋別市立上渚滑診療所 紋別市
クリニックさろま 佐呂間町
遠軽町国民健康保険安国診療所 遠軽町
生田原診療所 遠軽町
ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院まるせっぷクリニック 遠軽町
丸瀬布ひらやま医院 遠軽町
北海道立白滝診療所 遠軽町
医療法人社団雄山会山口クリニック 雄武町

小児科専門
常勤医師数

（人）
広域紋別病院 紋別市 3
ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院 遠軽町 3
興部町国民健康保険病院 興部町 0
雄武町国民健康保険病院 雄武町 非常勤

病院名 市町村名



- 82 -

  

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○　在宅医療を必要とする小児等が地域で安心して療養できるよう、小児等の成長発達

　　　に応じた看護を提供するとともに、保健・医療・福祉・保育・教育などの関係者と連

　　　携し、小児及びその家族の支援の充実に努めます。 
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１２　在宅医療（終末期医療を含む）の提供体制 
 

（１）現状 

　〇　長期にわたる療養や介護を必要とする患者が病気と共存しながら、生活の質維持・向

　　上を図りつつ療養生活を継続することができるよう、在宅医療の提供体制の整備が必要

　　とされています。 

　　　また、高齢化の急速な進行を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、医療と介護が連携した地域包括ケアシステムを構築する必要があります。 

 ＜在宅医療＞ 

　◇　治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあっても自宅等の生活の 

　場で必要な医療を受けられるように、医師などが自宅等＊を訪問して看取りまでを 

　含めた医療を提供するものです。 

　◇　在宅医療の対象者は、病気やけがなどにより通院が困難な人で、退院後継続 

　して治療が必要な人、又は自宅等で人生の最終段階における医療を希望する人など

　で、具体的には、寝たきりの高齢者、神経難病患者、けがによる重度の後遺症の 

　ある患者、末期がん患者などです。

  ＊「自宅等」とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、 

　　　サービス付高齢者向け住宅、認知症対応型共同生活介護事業所等を指します。 

 ＜地域包括ケアシステム＞ 

 　地域の実情に応じて、高齢者が、住み慣れた地域でその有する能力に応じ 

 自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい 

 及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制を言います。

 

ア　管内の現状 
　○　遠紋圏域には、訪問診療を実施している医療機関は12か所

＊1
あります。また終末

期を含め24時間体制で患者の急変等に対応できる在宅療養支援病院が3か所
＊２

と在

宅療養支援診療所が2か所
＊２

あります。 

　　○　2か所の地域センター病院には医療連携室が設置されており、看護師や医療ソーシ

　　　ャルワーカーなどにより地域ケア関係者と連携をとりながら、退院支援や在宅療養支

　　　援が行われています。また、２か所の地域センター病院には、地域包括ケア病棟があ

      り、病状が安定した患者に対して、自宅や介護施設等への復帰に向けた医療や支援が

      行われています。 

    ○　遠紋圏域には、訪問看護ステーションが６か所あり、すべての訪問看護ステーショ

　　　ンが２４時間対応しています。また、複数のサブステーションがあり、遠紋圏域の全

　　　市町村で訪問看護サービスが提供されています。 

　　○　在宅患者への訪問による薬剤管理指導を実施し、在宅患者調剤加算を算定している

　　　薬局は7か所
＊3

あります。また、がんなどの疼痛緩和に必要な医療用麻薬の調剤や患

　　　者宅での保管管理・廃棄等の指導に対応できる麻薬免許を有する薬局は、19か所あ

　　　ります。 

　　 

＊1　KDB　厚生労働省　在宅訪問診療を算定している医療機関数（令和2年度） 

＊2　北海道医療計画（令和6年度（2024年度）～令和11年度（2029年度）　別表23 

＊3　北海道医療計画　中間見直し　別表２４（令和３年２月1日現在） 
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  　○　歯科訪問診療を実施している歯科診療所は８か所＊1あり、自宅のほか、特別養護老 

　　　人ホーム等の介護施設に訪問し、義歯の修理などの歯科診療が行われています。 

 

イ　人生の最期を迎えたい場所 
　　○　平成27年に実施した「遠紋圏域地域住民の在宅医療に対する意識調査＊2」では、

　　　人生の最終段階の療養場所について、70.3％の人が自宅等（自宅、有料老人ホーム　

　　　等）で過ごすことを希望しています。しかし、55.9％の人は、自宅で最期まで療養　

　　　することは不可能であると考えています。 

○　また、高齢化の進行や生活様式の多様化による療養形態のニーズも多様化する中、

遠紋圏域においては、終末期を在宅で迎える人が全国、全道と比較し少ない状況です。 

 

　【表 1　死亡場所　単位（％）】 

　 在宅 病院 診療所 その他

介護老人 老人 自宅 小計

保健施設 ホーム

全国 3.9 11.0 17.4 32.3 64.5 1.4 1.8

全道 2.9 5.3 13.2 21.4 75.3 1.9 1.4

遠紋 6.0 3.0 7.6 16.6 76.9 5.4 1.1

　　＊令和4年度人口動態統計　表番号4　死亡数、都道府県・市区町村・死亡の場所別　から算出 

 

（２）課題 

   ア　在宅医療（訪問診療）の需要の把握 

　　 ○　高齢化の進行や生活習慣病（慢性疾患）が死因の上位を占めるなどの疾病構造の 

       変化に伴い、要介護認定者や認知症患者は大幅に増加しており、自宅や地域で疾病 

       を抱えつつ生活を送る者が今後も増加していくことが考えられます。　　　 

　　　　 また、地域医療構想を推進する中で、病床の機能分化・連携が進むことに伴う増 

       加（新たなサービス必要量）も見込まれます。 

     ○　在宅医療は、地域包括ケアシステムの不可欠な構成要素であり、今後増大する慢 

       性期の医療ニーズに対する受け皿であることから、適切な提供体制を整備するため、

       必要となる在宅医療の需要推計は次のとおりです。 

     

　　【表２　訪問診療の需要（推計） 】              　　   　　　  （人／日） *3

    平成25年        令和8年        令和11年 

   【2013年】       【2026年】           【2029年】    

  紋別      １３３         １７２（１５２）      １９６（１５７）    

  遠軽      １４６         １９０（１６８）      ２１７（１７３）    

　※令和11年（2029年）の（　）の数は、平成２５年（2013年）時点で訪問診療を受けている方の数に、 

　二次医療圏別・性年齢階級別の将来人口を乗じて推計。令和8年（2026年）は年数の按分により推計。 

1　NDBオープンデータ 厚生労働省　（令和4年度） 

＊2　遠紋圏域在宅療養支援に関する実態調査　関係機関編（平成28年3月） 

＊3  北海道医療計画（令和6年度（2024年度）～令和11年度（2029年度） 
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　イ　地域における連携体制の構築 

     ○　広域で分散型の遠紋地域においては、疾病を抱えながらも住み慣れた地域で生活

　　　 し続けるために、自宅のほか、老人福祉施設や老人ホームなど高齢者の住まいの確 

       保を含め地域の状況に応じた取組を行っていくことが必要です。 

　   ○　在宅療養には、かかりつけ医と在宅療養支援病院・診療所等との連携、かかりつ 

       け医と歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員等の多職種との連携が不可欠で 

       す。遠紋圏域の住民が、必要な医療や介護保険サービスを受けながら自分の望む場 

       所で最期まで療養生活を送ることができるよう医療・介護に係る多職種連携体制を 

       構築することが必要です。 

 

 　ウ　在宅医療を担う医療機関等の充実 

     ○　遠紋圏域では、病院が診療所に転換するなど、慢性期病床が減少しており、今後、

　　　　高齢化の進展により、在宅医療の需要増加が見込まれます。 

　　 ○　在宅療養支援病院・診療所が5か所と数は増えてきたものの、紋別市・遠軽町に

　　　に偏在しています。広域な遠紋地域をカバーするためには、今後も引き続き整備の促

　　　進が必要です。 

　　 ○　訪問看護ステーションは６か所ありますが、常設されていない地域もあり、今後、

       高齢化の進展も踏まえ整備の促進が必要です。 

 

 　エ　緩和ケア体制の整備 

　   ○　緩和ケアについては、身体症状の緩和に加え、社会心理的な問題への援助や家族 

       ケアなどが求められています。 

　   ○　在宅緩和ケアを進めるため、医療用麻薬の効果的・適正な使用を図っていくこと 

       が必要です。 

 

　オ　在宅栄養指導、口腔ケア体制の充実 

　   ○　高齢者のフレイル＊１対策として、低栄養の防止が重要であることから、在宅での 

       栄養管理や口からの食生活を推進していくための歯・口腔機能の維持と誤嚥性肺炎 

       防止などの一環として専門的な口腔ケアの充実が必要です。 

 

　カ　訪問看護の質の向上 

　   ○　訪問看護師には、医師や歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、介護支援専門員等の専 

       門職種と連絡・調整を図りながら、在宅療養中の患者に適切な看護を提供する能力 

       が求められています。 

 

　キ　訪問薬剤管理指導の推進 

　　 ○　在宅療養中の患者が医薬品を適正に使用できるよう、薬局と医療機関等との間で

　　　服薬情報等を共有するとともに、薬局薬剤師による在宅患者の医薬品管理・適正使用

　　　の指導（薬剤管理指導）の実施が求められています。 

 

＊1　加齢とともに、心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢性疾患の併存などの影響もあり、

   生活機能が障害され、心身の脆弱化が出現した状態であるが、一方で適切な介入・支援により、生活機能の 

   維持向上が可能な状態像（平成27年度厚生労働省科学特別事業「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研

   究」報告書） 
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　 ク　道民に対する在宅医療の理解の促進 

　　 ○　在宅医療を推進するためには、医療機関はもとより、道民に対し、在宅医療に関

　　　 する情報提供や普及啓発が必要です。 

　　 ○　人生の最終段階の患者が自ら望む場所で最期を迎えることができるよう、患者や 

       その家族、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有することが必要です。 

　　 ○　また、家庭における看護の需要に対応するため、在宅療養に必要な家庭看護の知

　　　 識・技術の普及を図る必要があります。 

 

　 ケ　災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築 

　　 ○　災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が、適切に避難支援を受け

　　　 られる体制の構築が必要です。 

　　 ○　また、避難後には、救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が重要な

　　　 ことから、住民に対し、お薬手帳等の普及啓発が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

　 ア　円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制【退院支援】 

     ○　入院医療機関と在宅医療に係る医療機関との円滑な連携により、継続的な医療体 

       制を確保することが必要です。 

 

   イ　日常の療養支援が可能な体制【日常の療養支援】 

     ○　患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む）が多職種協働により、患者 

       が住み慣れた地域で継続的かつ包括的に提供されることが必要です。　  

 

   ウ　急変時の対応が可能な体制【急変時の対応】 

     ○　在宅療養者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問 

       看護ステーション及び入院機能を有する病院・診療所との円滑な連携による診療体  

       制を確保することが必要です。 

     ○　地域において在宅医療・救急医療等の関係者間の連携体制の構築を支援し、人生  

       の最終段階において本人の意思が尊重される環境を整備することが必要です。　　  

 

   エ　患者が望む場所での看取りが可能な体制【看取り】 
　　 ○　自宅、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等の住まいや介護保険施設 

       等、患者が望む場所での看取りを行うことができる体制を確保することが必要です。 
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（４）数値目標等 

指標名（単位）
 現状値 目標値 目標値の 現状値の出典 

（R11） 考え方
＊

 （年次） 
圏域値 全道値

訪問診療を実施して １２ 15.１ 23.5 現状より増加 （計画策定時） 

いる医療機関数 令和2年度KDB 

（人口10万人対） （厚生労働省） 

（医療機関数） 

24時間体制の訪問 ６ 19医療圏で 全圏域で確保 現状維持 （計画策定時） 

看護ステーション数 確保 令和2年度NDB 

（厚生労働省） 

歯科訪問診療を実施 ８ 19医療圏で 全圏域で確保 現状維持 （計画策定時） 

している診療所数  確保 令和４年度NDB 

（厚生労働省） 

訪問薬剤管理指導・ 7 21医療圏で 全圏域で確保 現状維持 （計画策定時） 

居宅療養管理指導を  確保 令和3年度KDB 

実施する薬局数  （厚生労働省） 

訪問診療を受けた患 668 592.7 891 現状より増加 （計画策定時） 

者数〔1ヶ月あたり〕  令和2年度KDB 

（人口10万人対） （厚生労働省） 

 

在宅死亡率（％） 12.5 18.5 全国平均以上 現状より増加 （計画策定時） 

＊1 令和4年度 

人口動態統計 

（厚生労働省） 

＊1　令和4年度人口動態統計　表番号4　「死亡数、都道府県・市区町村・死亡の場所別」統計における、「自

   宅」及び「老人ホーム」における死亡の割合（百分率） 

  

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

   ア　地域における連携体制の構築 

　　 ○　在宅医療・介護連携推進事業を実施する市町村は、住み慣れた地域で暮らしなが

　　　 ら医療や介護を受けられるよう、市町村単位での在宅医療の連携構築に向けた取組
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　　　 を進めます。保健所は、遠紋圏域在宅医療推進ネットワーク協議会（通称クリオネ 

       ット）など在宅医療に関わる関係者の定期的な会合を開催し、地域の医療介護資源 

       等の把握や課題の整理を行い、市町村の取り組みを支援します。 

     ○　各市町村・職能団体・保健所は、住民等への啓発、多職種の人材育成等にも取り

　　　組み、市町村・関係機関と連携して課題解決に向けた取組を進め、退院支援から日常

　　　の療養支援、急変時の対応、看取りまで継続した医療提供体制の構築を図ります。 

　　 ○　患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問看護事 

       業所、地域包括ケア病棟を整備している医療機関等の相互の連携体制の構築に努め

　　　 ます。 

　　 ○　医師、歯科医師、薬剤師、介護支援専門員、市町村職員などを対象に、多職種協 

       働等についての研修を行うなど、在宅医療を担う人材の育成と多職種間の連携体制 

     　の構築に努めます。 

     〇　医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者と介護支援専門員等による事例

　　　 検討や情報交換を円滑に行うためのツール作成などの取組を促進します。 

     ○　看取りに取り組んでいる医療機関・訪問看護ステーション・介護保険施設等と情

　     報・課題を共有し、取り組みを促進します。　　                            

 

（北海道医療計画　令和6年度（2024年度）～令和11年度（2029年度）） 

　　 

 イ　在宅医療を担う医療機関の整備等 

　　 ○　在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応できるよう、在宅医療の中心と 

       なる在宅療養支援病院・診療所、訪問診療を実施する病院・診療所、歯科診療所、 

       薬局や訪問看護ステーションの整備等を支援します。 

在宅医療の連携体制と保健所の役割
～ 保健所；在宅医療に必要な連携体制づくりのコーディネート役 ～

保健所医師会

市町村

歯科医師・薬剤師

看護師
訪問看護関係者

（在宅療養支援）
診療所・病院

介護関係者等 リハビリ関係者等

在宅医療に関わる関係者の定期的な会合

第二次医療圏

連携体制
づくり

① 関係者の定期的な会合による
連携体制づくりの検討、推進

② 関係機関等の情報提供

③ 住民等への啓発

④ 多職種の人材育成

⑤ 支援拠点・連携拠点づくり

介護サービス
事業所

訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ

薬 局歯科診療所

病院

在支診・在支病
診療所

医療と介護の
連携体制
の構築

市町村・

地域包括支援センター道・保健所
支援

在宅医療の連携体制
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　　 ○　２４時間体制の在宅医療を提供できるよう、在宅療養支援診療所以外の診療所も

　　　 含めたネットワークの構築に努めます。 

 

　ウ　緩和ケア体制の充実 

　　 ○　在宅緩和ケアに関わる医師、看護師等の従事者の資質の向上を図り、在宅療養患 

       者に対する相談支援体制等の整備に努めます。 

　　 ○　在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、薬局における医療 

       用麻薬の適切な服薬管理が行われるよう支援します。 

 

　エ　在宅栄養指導、口腔ケア体制の充実 

　　 ○　在宅における栄養管理や歯・口腔機能の維持、専門的な口腔ケアの充実に努めま

　　　 す。 

 

　オ　訪問看護の質の向上 

     ○　在宅療養中の患者が住み慣れた地域で生活することができるよう、他の専門職種 

       と連絡・調整し、生活の質を確保しながら支援を行うため、訪問看護を行う看護職 

       員の確保と質の向上を図ります。 

 

　カ　訪問薬剤管理指導の推進 

　　 ○　在宅療養中の患者が適正に服薬できるよう、服薬状況を記録する「お薬手帳」の 

       普及を図ります。 

　　 ○　薬局間や関係機関との連携・協力による在宅患者への薬剤管理指導を促し、在宅 

       医療の取組の充実に努めます 

 

　キ　住民に対する在宅医療の理解の促進 

　　 ○　市町村等は往診や訪問診療など在宅医療に重要な役割を果たすかかりつけ医、か 

       かりつけ歯科医、かかりつけ薬局を持つことの必要性、訪問看護、訪問リハビリテ 

       ーションや栄養指導の役割などについて、住民に対する普及啓発に努めるとともに、

       在宅医療に関する情報提供を行います。 

　　 ○　市町村等は患者の意思に沿った医療が提供できるよう、日頃から、急変時や人生 

       の最終段階における医療についてどう考えるか、かかりつけ医等医療従事者や家族 

       と話し合うことなどについて、住民への普及啓発に努めるとともに、在宅療養中の 

       患者の急変に備え、かかりつけ医等医療従事者や介護関係者間で患者の意思等が共 

       有できる体制構築に努めます。 

 

　ク　災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築 

　　 ○　災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難支援を受けら 

       れるよう、住民に対し、避難行動要支援者への支援制度やお薬手帳等の意義につい 

       て普及啓発するとともに、市町村、医療機関等の関係機関・関係団体との連携を図 

       ります。 
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（６）医療機関等の具体的名称 

　【在宅療養支援病院・診療所】 

　在宅療養支援病院 　在宅療養支援診療所

　広域紋別病院 　医療法人　みなとクリニック

　JA北海道厚生連遠軽厚生病院　   丸瀬布ひらやま医院

　医療法人社団　幸栄病院 　

  【医療連携室・退院支援部署を有する医療機関】 

 

  〇広域紋別病院

  〇JA北海道厚生連遠軽厚生病院

 〇医療法人社団　幸栄病院

 

 

 【訪問看護ステーション】 

　訪問看護ステーションの名称 　活動エリア

紋別地域訪問看護ステーション 紋別市  滝上町(サブ)　興部町（サブ） 

西興部村　雄武町

訪問看護ステーション　結愛 紋別市

夢明　訪問看護ステーション 紋別市　滝上町　興部町

訪問看護ステーションえん 紋別市

遠軽地域訪問看護ステーションにじ 佐呂間町（サブ）　湧別町（サブ） 

遠軽町（丸瀬布：サブ）

訪問看護ステーション　ＣＯＮＮＥＣＴ 遠軽町

 

（７）歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

　　○　認知症を含めた要介護高齢者に対する経口摂取の維持・継続による低栄養や誤嚥性

      肺炎の予防のため、在宅療養支援病院・診療所をはじめとする医療機関、訪問看護ス

      テーション、居宅介護支援事業所等と連携しながら、口腔衛生指導（専門的口腔ケア

      を含む）や歯科治療等、適切な歯科医療の提供に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

　　○　在宅患者の適切な服薬管理等を推進するため、かかりつけ薬局を普及するとともに、

      在宅患者の薬剤管理指導や医薬品・衛生材料等の円滑な供給を薬局相互の連携・協力

　　　により実施し、在宅医療の取組の充実に努めます。 

　　○　在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、がん疼痛緩和と医療

      用麻薬の適正使用に関する研修会に薬局薬剤師が積極的に参加するなどして、医療用

      麻薬の適切な服薬管理などに努めます。 

　　○　また、医療用麻薬を迅速かつ適切に在宅患者に提供するため、地域単位での麻薬の

      在庫情報を共有するとともに、薬局間での融通などを行い、麻薬の円滑な供給に努め

      ます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

　　○　在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関のスタッフと訪問看護

      師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 
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　　○　治療や療養を必要とする患者が通院困難な状態にあっても、患者や家族が希望する

      自宅等の生活の場で必要な医療を受けられるよう、地域の特性や生活状況を踏まえた

      適切なケアの提供を行うとともに、関係機関との調整を行う中心的な存在として、在

      宅生活の継続に向けた取組を進めます。 

　　○　在宅で療養生活を継続する患者の急変時に適切に対応できるよう、平時から救急時

      の連携体制や救急車到着までの対処方法などを患者・家族と事前に取り決め、緊急時

      の対応に備えます。 

　　○　在宅療養中の患者が自宅等での看取りを希望する場合、主治医及び関係者と十分に

      連携し、患者に対する緩和ケアや家族に対する精神的支援等に努めます。 
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